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委員会での審議事項及びスケジュール

 更新事業の進捗が図られ、工事契約が2年前と比べ大きく増加し更新事業が着実に進捗。

 更新事業は新規建設よりも危険を伴い時間を要すること、その中で現場作業の安全確保や社会的
ニーズに応えながら事業を進めていることを確認。

 暫定2車線区間の4車線化と絡めたトンネルインバート施工は合理的。
社会的影響を考慮した現場での取組で得られた知見が体系化されていくと理解。

 2014（H26）年提言以降に行われた調査結果から、中空床版橋等・ＰＣ鋼材・舗装路盤・変状が収ま
らない切土・火山堆積物地質での盛土において新たな課題が存在することについて確認。

 新たな課題について、今後も深堀りを行い、対策対象範囲の必要要件の設定や最適な施工計画の
検討を行うべき。

■第６回委員会の議事要旨

■第７回委員会の議事要旨

 前回委員会で報告のあった「新たな知見」については、様々な調査等の実施により、各々の事象の
発生メカニズムが明らかになってきたことなどを確認。

 これらを踏まえて、特定更新等工事の対象構造物等の拡大が必要であることを確認したところであ
るが、今回報告の内容を裏付ける根拠の整理が必要。

 第6回長期保全等検討委員会（2022年3月）から確認を行ってきた「定期点検や更新事業の実施等
により得られた新たな知見」の内容とその対応方針などの整理が必要。

■第８回委員会での審議事項

1

 新たな更新計画の必要性

 新たな更新計画の概要

 引き続き検討すべき課題と今後の取り組み

第６回・第７回議事要旨及び第８回審議事項
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中間とりまとめの公表にあたって 62 

⾼速道路資産の⻑期保全及び更新のあり⽅に関する技術検討委員会（以下、「本委員63 
会」という。）は、⾼速道路ネットワークの機能を今後も永続的に活用していくことを目64 
指し、2014 年時点で老朽化対策が必要と判断された対象構造物に対し、大規模な更新又65 
は修繕の必要性、対策工法とその適用に必要な技術的要件を整理し、2014 年 1 月 22 日66 
に提言書及び報告書をとりまとめた。 67 

その後、第 18 回国土幹線道路部会（2015 年 1 月 15 日）で「⾼速道路の更新計画」68 
が審議され、2015 年 3 月事業化に至った。事業化後は、東日本⾼速道路株式会社・中日69 
本⾼速道路株式会社・⻄日本⾼速道路株式会社（以下「NEXCO３会社」という。）によ70 
り、大規模更新・大規模修繕事業（以下「更新事業」という。）が始まり、事業化後約８71 
年が経過した現在では、橋梁床版の取替等の工事が全国各地で本格的に展開されている。 72 

更新事業の事業化当初は比較的交通量の少ない地⽅部において工事に着手された。最73 
近では首都圏をはじめとする都市部の重交通量路線での工事にも着手されている。これ74 
らの重交通量路線において、工事による交通への支障が大きく発生した場合、その影響75 
は計り知れない。 76 

よって、事業の実施にあたっては、路線特性を踏まえ、社会的影響の最小化を図るた77 
め万全な対策を講ずるとともに、⾼速道路利用者や国⺠の理解を得ることにより初めて78 
着手することが可能であることを、これまで約 8 年間の経験により強く認識した。 79 

これらの難題に対して挑み、着手に至るまでに行った協議・調整、新技術・新工法、80 
広報手法等といった全ての取り組みは本委員会の貴重なレガシーとして記録し、今後の81 
事業計画等に応用していくべきである。 82 

一⽅、2014 年度から実施している 5 年に 1 度の近接目視による定期点検や点検技術83 
の⾼度化を踏まえた調査等により、従来の知見にはなかった損傷のメカニズムなどが新84 
たに確認された。 85 

本委員会ではこれらの事項について、2020 年 1 月 28 日の第５回委員会より検討を重86 
ね、一定の成果として取りまとめるに至った。 87 

全国に整備された⾼速道路ネットワークは、国⺠生活や社会経済活動を支える重要な88 
ライフラインとしての機能を持続することが求められている。 89 

加えて大規模地震・豪⾬・豪雪といった巨大災害の脅威により国⺠生活の危機が発生90 
した時には、緊急輸送道路としての機能も強く求められている。 91 

これらの要請に応えるため、⾼速道路ネットワークのより一層の強靭化・進化に向け、92 
構造物の健全性を維持・強化するよう将来に渡って継続的に取り組むことが肝要である。 93 

本委員会では、これらの議論の結果を踏まえ、ここに中間とりまとめを行い、公表す94 
るものである。 95 

 96 
2023 年１月 30 日 97 
 ⾼速道路資産の⻑期保全及び更新のあり⽅に関する技術検討委員会 98 

委員⻑  99 
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1. 高速道路ネットワークが果たす役割 100 

1-1 整備状況と利用状況 101 
1963 年に我が国初の⾼速⾃動⾞国道である E1 名神⾼速道路栗東〜尼崎間が開通し102 

た後、1969 年には東名⾼速道路の全線開通により東京〜大阪間が⾼速道路で直結され103 
た。その後も着実に整備が進められ、2022 年 3 月末時点で、北海道〜沖縄までの全国104 
で 9,663 ㎞の区間が開通し、約 730 万台/日の交通を担っている。 105 

都市部や都市間を連絡する路線では物流の大動脈として社会経済活動を支え、地⽅部106 
では観光・⽂化・産業の振興に貢献するなど、国⺠生活と社会経済活動を支える重要な107 
ライフラインに成⻑している。 108 

更に、E1A 新東名⾼速道路・E1A 新名神⾼速道路の開通によるダブルネットワーク109 
の概成、E6 常磐⾃動⾞道等のミッシングリンクの解消、4 ⾞線化・6 ⾞線化といった⾼110 
速道路の機能強化に資する整備が進められている。 111 

例えば、E6 常磐⾃動⾞道については最後の未開通区間である常磐富岡 IC〜浪江 IC112 
（14.3km）が 2015 年 3 月 1 日に開通し全線開通した。これにより、いわき⽅面から仙113 
台⽅面までの所要時間が約 32 分短縮し、観光の活性化や輸送の利便性向上などに貢献114 
している。 115 

地⽅部においては、依然として暫定 2 ⾞線区間が約 1,800km 存在しており、対面通116 
行に起因する速度の低下、重大事故の発生、災害時における脆弱性等の課題を抱えてい117 
る。2019 年 9 月に、時間信頼性確保、事故防止、ネットワークの代替性確保の観点から118 
暫定２⾞線区間における課題の大きさの評価を踏まえ、４⾞線化の優先整備区間（約 880119 
㎞）が選定され、順次４⾞線化事業が事業化されている。 120 

引き続き、ミッシングリンクの解消に向けた新規建設区間の整備や４⾞線化・６⾞線121 
化事業を着実に進め、⾼速道路ネットワークの強化を図っていく必要がある。 122 

 123 
1-2 物流面での役割 124 

⾼速道路は、国内陸上貨物輸送量（トンキロ）における分担率の 73％を占めており、125 
まさに国内輸送の大動脈を担っている。2020 年以降の新型コロナウイルス感染症の感126 
染拡大に伴う行動制限下においても、宅配需要の⾼まりの影響もあり、⾼速道路を利用127 
する大型⾞交通量は大きな減少を示さず、⾼速道路が物流ネットワークの基盤として重128 
要な役割を担っていることを改めて認識することになった。 129 

また、各地でインターチェンジ近郊における大型物流施設の整備が進み、貨物輸送に130 
おける⾼速道路の役割は更に大きくなっている。 131 

 132 
1-3 自然災害への備え 133 

平成 28(2016)年熊本地震、平成 30(2018)年 7 月豪⾬（別称：⻄日本豪⾬）、令和 2 年134 
(2020)年 7 月豪⾬（別称：熊本豪⾬）、令和 4(2022)年 3 月福島県沖地震に代表される135 
ように、昨今の激甚化・頻発化する⾃然災害時における緊急輸送道路としての役割・責136 
任は更に大きくなっている。 137 

平成 30 年 7 月豪⾬では、中国地⽅の広い範囲において、前線の停滞による降⾬が続138 
き、広範囲で通行止めが生じた。特に広島県内の E2 山陽⾃動⾞道においては、切土の139 



- 3 - 
 

り面の崩落や⾼速道路区域外からの土石流の流入による被災が広域で発生し、通行止め140 
解除までに概ね８日を要したが、被災後早期に平行する E2A 中国⾃動⾞道等の復旧作141 
業を完了させ、九州と近畿圏との物流網を確保した。また、広島県内への緊急物資等輸142 
送を支援するため、復旧作業と並行して緊急物資輸送⾞両の通行措置を行うなど緊急輸143 
送道路としての役割を果たした。 144 

NEXCO３会社では、豪⾬による事前通行規制において⾼速道路が最大限機能を発揮145 
するよう、従来の経験降⾬に基づく確率統計的な通行止め基準から、土壌中の水分量デ146 
ータに基づく土壌⾬量指数等を考慮した基準への見直しについて試行導入の検討を行147 
っており、災害発生を的確に捕捉するとともに、通行止め開始及び解除のタイミングの148 
適正化を図り、通行止め時間最小化の実現を目指している。 149 

なお、頻発する⾼速道路区域外からの土石流等の災害については、発生した場合の影150 
響が大きいことから、近年⾼度化されたレーザープロファイラ調査による地形データに151 
より危険箇所の抽出を進めており、有効な対策の実施に繋げる必要がある。 152 

また、平成 28(2016)年熊本地震では、支承の逸脱や路面の段差など速やかに機能回153 
復できないレベルの損傷が発生し、緊急輸送道路として活用できるようになるまで時間154 
を要した。そのため、耐震性能２（大規模な地震時でも軽微な損傷に留まり、速やかな155 
機能回復が可能となる性能）を確保するため、橋桁を支える支承の補強等、大規模地震156 
に備えた更なる耐震補強事業を推進し、⾼速道路の強靭化に向けた取り組みを加速させ157 
ていくことが重要である。 158 

 159 
２．老朽化の進展と過酷な使用環境 160 

2-1 老朽化の進展 161 
NEXCO３会社が管理する⾼速道路は 2022 年 3 月時点で、約 3 割が供用後 40 年以上162 

経過しており、10 年後（2032 年 3 月時点）はその延⻑が約６割となり、経過年数が⻑163 
くなる区間の割合が増加していく。また、10 万台／日を超える重交通量路線のうち、既164 
に E1 東名⾼速道路や E1 名神⾼速道路などは供用後 50 年以上が経過しており、10 年165 
後には E17 関越⾃動⾞道や E3 九州⾃動⾞道など他の路線も供用後 50 年以上に到達す166 
る。 167 

 168 
2-2 過酷な使用環境 169 

重量制限を超過する大型⾞両は橋梁をはじめとする道路構造物に大きなダメージを170 
与えることから、国や⾼速道路会社が指導等行っているところである。現在でも違反⾞171 
両は多く存在し、悪質な違反者に対する刑事告発や⾃動軸重計による違反⾞両の特定、172 
特殊⾞両申請のオンライン化等の対策を更に進め、引き続き指導・取締りを強化してい173 
くべきである。 174 

また、降雪等の多様な気象状況のなか、冬期の路面確保のため、塩化ナトリウム等の 175 
凍結防止剤が使用されているが、凍結防止剤は構造物の変状の進行を早める要因の一つ176 
として、深刻な影響を及ぼすことが知られており、維持管理上の問題となっている。冬177 
期走行時の安全性を確保するために使用する凍結防止剤の使用量は、1993 年頃にスパ178 
イクタイヤが使用されなくなって以降、徐々に増加してきている。近年では、2020 年度179 
に E17 関越⾃動⾞道や E8 北陸⾃動⾞道などで大規模な⾞両滞留が発生するなど社会的180 
な問題も発生したことを踏まえ、予防的通行止めを実施するとともに、集中除雪を行う181 
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など雪氷体制の強化を行っており、凍結防止剤使用量も更に増加傾向が続いている。 182 
更に、短時間異常降⾬の出現によって災害リスクが⾼まっている。異常気象などの外183 

的環境が変化するなか、激甚化・頻発化する⾃然災害時などの過酷な使用環境において184 
も緊急輸送道路として機能を発揮する役割・責任は大きくなっている。 185 

 186 
３．更新事業の取り組み状況と効果 187 

3-1 更新事業の概要 188 
2015 年 3 月の更新事業の事業化後、約 8 年が経過し、橋梁床版の取替など全国各地189 

で更新事業が全面的に展開されており、2022 年 12 月時点での対象数量は表−1 のとお190 
りであり、うち約４割に着手している。 191 

表−1 更新事業の延⻑（2022 年 12 月時点） 192 
区 分 工事概要 対策延⻑※ 

大規模更新 
橋梁 

床版 床版取替 224 ㎞ 
桁 桁の架替 9 ㎞ 

小計 233 ㎞ 

大規模修繕 

橋梁 
床版 ⾼性能床版防水 など 455 ㎞ 
桁 桁補強 など 160 ㎞ 

土構造物 盛土・切土 グラウンドアンカー 
水抜きボーリング など 1,231 ㎞ 

トンネル 本体・覆工 インバート など 141 ㎞ 
小 計 1,987 ㎞ 

合 計 2,220 ㎞ 

※「対策延⻑」上下線別（橋梁、トンネルの暫定２⾞線を除く）及び連絡等施設を含んだ延べ延⻑ 193 
事業化当初は、比較的交通量が少ない地⽅部から着手し始めたが、現在では工事の影194 

響が少なくなるような対策を行ったうえで、首都圏の E16 横浜横須賀道路や、E1 東名195 
⾼速道路・E1 名神⾼速道路・E19・E20 中央⾃動⾞道・E2A 中国⾃動⾞道等の 1 日当た196 
り約 10 万台が利用する重交通量路線にも展開している。 197 

 198 
3-2 更新事業の目的と内容 199 

更新事業は、本体構造物に対してライフサイクルコストの最小化、予防保全及び性能200 
強化の観点を考慮し、技術的見地から必要かつ効果的な対策を講ずることにより、⾼速201 
道路ネットワークの機能を⻑期にわたって健全に保つために行うものである。 202 

 203 
3-2-1 橋梁 204 

コンクリート構造物の主な劣化の要因としては、塩害、アルカリシリカ反応、疲労及205 
び中性化などがあり、構造物の部材や部位ごとに変状の状況を分析すると、鉄筋コンク206 
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リート床版や鉄筋コンクリート桁では、凍結防止剤（塩化ナトリウム）、大型⾞交通、内207 
在塩分や飛来塩分などの影響により健全性が著しく低下することが判明した。そのため208 
健全性が著しく低下したものについては床版の取替や桁の架替を行っている。 209 

＜代表的な対策＞ 210 
・橋梁上部構造の（床版、桁）の架替 211 
・橋梁の⾼性能床版防水や表面被覆などの予防保全対策 212 

 213 
3-2-2 土構造物 214 

過去の被災履歴から盛土、切土及び⾃然斜面に着目のうえ変状リスクを分析した。盛215 
土は、盛土材料、盛土の⾼さ及び盛土内の浸透水の存在を勘案し、盛土内の水分を排除216 
する必要があるため、その対策を行っている。 217 

切土では、これまで部分的には発生していたものの、大きな問題として取り上げてい218 
なかった切土のり面のグラウンドアンカーの破断事象が顕在化していた。特に防食機能219 
の低い旧タイプアンカーの健全性が低下していたため、防食機能を有した新タイプアン220 
カーによる再施工などを行っている。 221 

＜代表的な対策＞ 222 
・盛土の排水機能強化などの安定性確保対策 223 
・最新の基準による切土のり面のグラウンドアンカーの再施工 224 

 225 
3-2-3 トンネル 226 

路面隆起が発生しているトンネルは、地質が泥岩や凝灰岩など⻑期的に強度低下及び227 
膨張性を有する岩種でインバートが未設置であるものが大部分を占めていたため、イン228 
バートを設置する対策を行っている。 229 

覆工コンクリートの健全性は風化しやすい岩種で顕著に低下しており、特に矢板工法230 
で施工されたトンネルではその傾向が強いことから、このようなトンネルは覆工コンク231 
リートの内面補強等を行っている。 232 

＜代表的な対策＞ 233 
・トンネルのインバート施工による補強 234 
・トンネル覆工の炭素繊維補強 235 

 236 
3-3 更新事業による効果 237 
3-3-1 橋梁 238 

古い基準で建設され、凍結防止剤や交通の繰り返し荷重等の要因により変状が発生し239 
ている鉄筋コンクリート床版を、最新の技術基準に基づくプレストレストコンクリート240 
床版に更新を行っている。更新する床版には、密実なプレストレストコンクリートを使241 
用、また、弱点となりやすい床版同士の接合部には防錆処理された鉄筋を使用すること242 
により塩害に対する抵抗性を⾼めることで、耐久性が大幅に向上した。 243 

床版の更新に併せて、壁⾼欄を更新するとともに、床版上面には⾼性能床版防水を施244 
工している。防護柵としての剛性の向上及び⾼い防水性能による橋面からの水の浸入防245 
止により、⻑期にわたる床版の健全性の保持が期待できる。 246 
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これらの対策により、最新の技術基準に準拠した性能を具備することとなり、適切な247 
維持管理が行われることを前提に、⻑期の耐久性を有する構造物へと生まれ変わること248 
となった。 249 

床版の大規模修繕は、各種の劣化要因による変状が顕在化する前に⾼性能床版防水を250 
施工することで、橋面からの水の浸入を防いで劣化の進行を抑制することが可能となっ251 
た。補修をしても繰り返し発生していた橋面のポットホール（舗装のくぼみ・へこみ）252 
の発生頻度が減少し、走行性及び安全性が向上した。 253 

 254 
3-3-2 土構造物 255 

NEXCO3 会社が管理する⾼速道路の延⻑のうち、約７割は土構造物である。近年増256 
加する短時間強⾬に備え、水抜きボーリングによる盛土内浸透水の排除、最新の技術基257 
準に基づくグラウンドアンカーの再施工による切土のり面の補強等の対策は極めて重258 
要である。 259 

これらの対策を実施することで、豪⾬による急激な地下水位の上昇を抑制することが260 
でき、切土や盛土のり面の安定性が向上する。 261 

 262 
3-3-3 トンネル 263 

トンネル周辺の土圧の増加により生じる路面隆起への対策として、インバートを設置264 
して閉合構造とすることで構造的な安定性が向上し、走行安全性及び建築限界の確保が265 
可能となる。 266 

また、地山中の湧水や地下水等により地山が脆弱化して緩むことで生じる覆工への過267 
度な土圧への対策として、覆工コンクリートの内面補強等を施工することでトンネル覆268 
工の安定性が向上するとともに、はく落等による第三者被害のリスクへの対策としても269 
機能している。 270 

 271 
４．更新事業実施に伴う課題と対応 272 

更新事業の実施に伴う大規模な交通規制が、全国各地の⾼速道路で実施されている。 273 
橋梁床版の取替工事等は、供用中の道路を抜本的に更新することから、休日も含めた274 

⻑期間の交通規制が必要となる。また、通常の補修工事のように⾞線規制や夜間通行止275 
めといった規制⽅法ではなく、基本的には上下線の片側に⾞線を切り替えての対面通行276 
規制となるが、⻑期間このような状況が続くことから、工事期間中のサービスレベルが277 
大きく低下する。 278 

社会的影響度の大小は、工事規制による渋滞の発生頻度とその期間で大きさが決まる279 
ものであり、社会的影響度を最小化するためには、渋滞発生の抑制のための交通規制計280 
画や迂回の促進、工事規制期間の短縮を図る必要がある。 281 

よって、更新事業の実施にあたっては、社会的影響の最小化を図る施策として、工事282 
計画時にハード対策及びソフト対策を併せて検討している。 283 

また、事業を円滑かつ着実に進めるためには他機関との連携や、新技術の積極的な採284 
用と技術開発による生産性の向上、コスト縮減への取り組み、各種技術基準やマニュア285 
ル類の整備、人材育成、技術者等の担い手不足への対応等も必要である。 286 
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 287 
4-1 更新事業の社会的な理解醸成、交通規制に関する情報発信、迂回促進 288 

NEXCO3 会社は、更新事業の着実かつ継続的な取り組みの必要性について、首都⾼289 
速道路株式会社・阪神⾼速道路株式会社・本州四国連絡⾼速道路株式会社を加えた⾼速290 
道路 6 会社で「⾼速道路リニューアルプロジェクト」と称し、共通のロゴマークを作成291 
のうえ、テレビコマーシャル等の各種広告媒体を活用して広報活動を展開している。そ292 
の結果、更新事業の認知度が向上してきている。 293 

更新事業が本格的に進捗していく中で、更新事業の必要性や構造物の変状の状態、工294 
事の困難さ等を広く社会に理解して頂くために、マスコミを対象とした更新事業の現場295 
公開や、地元住⺠及び学生を対象とした見学会等を工事の進捗に合わせて積極的に開催296 
している。また、各年度の大規模な交通規制計画については、NEXCO3 会社統一でリリ297 
ースを実施し、⾼速道路利用者へ早期に情報発信を行うとともに、各社のホームページ298 
において、更新事業に関する特設サイトを設けて、工事内容や実施時期、交通規制概要、299 
渋滞予測等きめ細やかな広報を展開している。 300 

また、交通規制による渋滞等の社会的影響を極力低減するため、所要時間比較情報を301 
スマートフォンアプリ用の WEB ページや LED 情報板で提供している。更に、渋滞予302 
測を踏まえた迂回ルートの案内や工事に伴い迂回ルートを利用した場合に、通行料金が303 
割⾼とならないような料金調整を行うなどの対応を行っている。 304 

 305 
4-2 交通への影響に配慮した施工方法 306 

更新事業は、渋滞発生に伴う社会的影響が大きいことから、社会的影響の最小化に向307 
け交通に与える影響を予測し、施工⽅法を検討したうえで実施している。 308 

例えば、路肩や中央分離帯を活用した⾞線数の確保や４⾞線化事業と連携した別線の309 
確保、迂回路の確保が可能な場合は終日⾞線規制や終日通行止めによる工程短縮等、現310 
地条件に応じて、交通への影響に配慮した施工⽅法や交通規制を計画的に実施している。311 
また、⾼速道路利用者の負担を少しでも軽減するため、防護柵切替⾞両（ロードジッパ312 
ー）を活用し可能な限り弾力的に交通規制を解除することに努めている。 313 

＜交通への影響に配慮した施工の事例＞ 314 
・既存の道路用地内で⾞線数を確保して渋滞を回避 ·········· E1 東名⾼速道路 用宗⾼架橋 315 
・時間帯に応じて⾞線数を増減させて渋滞を削減 ·············· E5 道央⾃動⾞道 島松川橋 316 
・代替路の設置により大幅に通行止め日数を削減 ·············· E20 中央⾃動⾞道 調布 IC ランプ橋 317 
・ﾀﾞﾌﾞﾙﾈｯﾄﾜｰｸを活用した迂回促進（昼夜連続⾞線規制） ·········· E1 東名⾼速道路 裾野 IC〜富士 IC 318 
・ﾀﾞﾌﾞﾙﾈｯﾄﾜｰｸを活用した迂回促進（終日通行止め等） ············· E2A 中国⾃動⾞道 吹⽥ JCT〜宝塚 IC 319 
・環状道路を活用した迂回促進（昼夜連続⾞線規制）················ E23 東名阪⾃動⾞道 弥富⾼架橋 320 
・４⾞線化工事の先行実施（暫定 2 ⾞線区間トンネル工事） ········· E49 磐越⾃動⾞道 会津坂下 IC〜津川 IC 321 

 322 
4-3 他機関との連携 323 

他の道路管理者と接続する付近では、相互の更新事業について綿密な調整が必要であ324 
る。また、各地域で実施される社会的なイベントへの配慮も必要である。そのため、更325 
新事業の実施時期及び期間については、関係する道路管理者や警察、⾃治体も含めた連326 
絡・調整を実施している。 327 
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 328 
4-4 技術開発と新技術の採用 329 

建設業の働き⽅改革や労働力・担い手の減少といった建設業を取り巻く環境に対応し330 
ながら、更新事業を着実に実施するためには生産性を向上する必要がある。そのため、331 
既存技術の有効活用に加え、新たな技術の開発と新技術の積極的な採用が重要である。332 
これまで NEXCO３会社は、㈱⾼速道路総合技術研究所（以下「研究所」という。）や大333 
学、⺠間企業などと連携して、各種技術開発や新技術を現場に適用するために必要な要334 
求性能や性能照査⽅法の基準化等に取り組んでいる。今後も必要な技術が必要な時期に335 
活用できるよう、新技術の積極的な採用や、計画的な技術開発に取り組んでいく必要が336 
ある。 337 

＜技術開発の事例＞ 338 
・性能を確保した上で、施工期間の短縮も可能な技術である新型グースアスファルトの開発 339 
・点検の信頼性向上や効率化を目的とした非破壊検査・機械化等の活用や技術開発 340 
・超⾼耐久や、防水性能を有するプレキャスト床版の開発 341 
・プレキャスト壁⾼欄を採用するための要求性能と性能照査⽅法の基準化 342 

 343 
4-5 コスト縮減への取り組み 344 

国⺠の理解を得つつ、更新事業を継続して実施していくためには、コスト縮減への取345 
り組みが重要である。これまで、NEXCO３会社では、施工計画の見直しや新技術・新346 
工法の採用による施工期間の短縮など、コスト縮減に取り組んできた。引き続き、様々347 
な観点から検討を行う必要がある。 348 

＜コスト縮減の取り組み事例＞ 349 
・トンネルインバート設置工事において、半断面掘削から全断面掘削に施工計画を変更し、施工期350 

間を短縮し費用を縮減 351 
・防護柵切替⾞両（ロードジッパーシステム）を活用し、工事規制の設置撤去に係る期間の短縮・352 

渋滞対策に要する費用を縮減 353 
・施工ヤードが狭小な現場において、材料搬入から床版の据え付けまで一連作業で施工可能な床354 

版取替システムを導入し、施工期間の短縮・規制費用等を縮減 355 
 356 
4-6 円滑な事業推進に向けた環境整備 357 

更新事業は、供用中の路線において、一般交通へ配慮しながら橋梁の架替などを行う358 
技術的難易度が⾼い事業であることから、設計や施工を全国的に展開するにあたっては、359 
技術基準やマニュアルなどの整備が必要である。そのため、NEXCO３会社及び研究所360 
は、更新事業の実施に必要な各種技術基準やマニュアル類を定めてきた。引き続き技術361 
開発と合わせて、現場のニーズを確認しながら進めていく必要がある。 362 

また、人材育成という観点では、「笹子トンネル天井板崩落事故」を踏まえて、点検363 
の信頼性向上を目的とした⾼速道路診断資格制度の設立や、更新事業に関する社内研修364 
を実施しており、これらの取組みを継続していく。 365 

一⽅、技術者等の担い手不足や週休 2 日制の導入等の働き⽅改革によって、建設業界366 
を取り巻く環境は大きく変わってきている。発注者として、受注者など業界団体との意367 
見交換や中期的な事業見通し等の情報発信を実施するとともに、新たな契約制度を導入368 
するなど、事業を計画的に進められるように、引き続き入札・契約手法等の改善を図っ369 
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ていくことにも配慮していかなければならない。 370 
 371 

【参考】〜E2A 中国自動⾞道（吹⽥ JCT〜宝塚 IC 間）における取り組み事例〜 372 
当該区間は、日本万国博覧会（大阪万博）が開催された 1970 年に開通して以来、関373 

⻄の交通の大動脈としての役割を果たしてきた。しかし、⻑年の過酷な使用環境により374 
徐々に劣化が進行し、これまでの部分的な補修や補強では、構造物本体の⻑期的な安全375 
性や耐久性の確保が困難になっていたことから、抜本的な更新が必要と判断され、2021376 
年 5 月から本格的に E2A 中国⾃動⾞道（吹⽥ JCT〜宝塚 IC 間）の更新事業を開始し377 
た。 378 

都市圏の住宅地という環境下での工事となることから、並行する E1A 新名神⾼速道379 
路を迂回路として活用して、これまでは難しかった終日通行止めや終日⾞線規制を導入380 
して、規制期間の短縮や施工の効率化を図りながら事業を進めている。 381 

当該区間は、2025 年 4 月から開催される大阪・関⻄万博までに完了することを目標382 
に事業を進めている。くしくも 50年以上前の大阪万博の開催に向けて建設した路線を、383 
現代の最新の技術で更新し 2025 大阪・関⻄万博を迎えることとなった。 384 

なお、橋梁の架替については、吹⽥ JCT〜中国池⽥ IC 間は 2023 年 3 月に完了予定、385 
中国池⽥ IC〜宝塚 IC 間は 2025 年 3 月に完了予定である。 386 

 387 
（１）吹⽥ JCT〜中国池⽥ IC 間 388 

吹⽥ JCT〜中国池⽥ IC 間（約 10.7km）においては、6 橋（延べ延⻑ 4.8km）を更新389 
する。 390 

従来の⾞線規制による工事では、完了まで概ね 5 年という非常に⻑い期間の交通規制391 
が必要となることから、集中的に工事を実施することが可能な終日通行止め⽅式を392 
NEXCO３会社で初めて導入した。期間の設定は正月・ゴールデンウィーク・お盆の繁393 
忙期を避けた約 1.5 か月の終日通行止めを 6 回、計 9 か月間実施することにより、工事394 
期間を約 2 年に短縮した。 395 

＜工程短縮を可能とした主な工法＞ 396 
1000ｔ吊クレーンベント工法 397 

・E2A 中国⾃動⾞道では、大阪府道 2 号中央環状線（約 10 万台/日）や、大阪モノ 398 
レール、マンションが近接する環境下での工事となる。 399 

・宮の前⾼架橋では、交差する幹線道路の通行止めの期間を最小化するため、日本400 
に十数台しかない 1000t 吊クレーンによる一括架設を採用し、2 径間分を 2 夜間401 
で架設することで工程の短縮を実現した。 402 

ジャッキアップ工法 403 
・終日通行止めの開始前から、更新する橋梁の⾼架下で新しい床版・鋼桁を組み立404 

て、あらかじめ大型のジャッキで既設桁の直下まで持ち上げておき、終日通行止405 
めの開始とともにトラッククレーンで既設の床版・桁を撤去した後、速やかに新406 
しい床版・桁を所定の⾼さまでジャッキアップすることで工程の短縮を実現した。 407 

＜安全・安心を実現する新技術＞ 408 
⾼耐久性鋼床版の採用 409 
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・床版取替については、プレストレストコンクリート床版での取替が一般的である。410 
しかし、交差道路等の制約条件がある箇所では交差道路の通行止めが発生するこ411 
とから、工程短縮が可能な鋼床版桁を採用した。 412 

・今回採用した鋼床版は疲労耐久性の向上を目的に、縦リブと横リブとの交差部を413 
全面溶接することにより疲労⻲裂の発生を抑制できる構造とした。 414 

 415 
（２）中国池⽥ IC〜宝塚 IC 間 416 

中国池⽥ IC〜宝塚 IC 間（約 5.9km）においては、5 橋（延べ 3.6km）の橋梁を更新417 
する。 418 

この区間は上下線合わせて 6 ⾞線だが 1 日約 7 万台の交通量を有していることや阪419 
神⾼速道路池⽥線と接続していることから通行止めとした場合、周辺道路への影響が大420 
きいため、工事中も 4 ⾞線の通行帯を確保する形での終日⾞線規制⽅式とした。 421 

橋梁の架替は上下 6 ⾞線のうち 2 ⾞線ずつ分割して行い、計 3 回の通行⾞線の切り422 
替えを行いながら 6 ⾞線分の架替工事を実施している。 423 

＜施工条件の制約への対応＞ 424 
門型クレーンの導入 425 
・伊丹空港の離発着区域に近い箇所ではクレーンの⾼さに制限が設けられているこ426 

とから特別に製作した門型クレーンを用いて橋の架替を行っている。 427 
防護柵切替⾞両（ロードジッパー）の導入 428 
・工事期間が⻑期に及ぶため、交通量が特に多くなる交通混雑期（年末年始、ＧＷ、429 

お盆）には、一旦、交通規制を解除して通行帯を 4 ⾞線から 6 ⾞線に戻すことと430 
した。その際、規制に使用している仮設防護柵を瞬時に移動させることが可能な431 
防護柵切替⾞両（ロードジッパー）を導入することにより、交通規制形態の変更432 
に要する期間の大幅な短縮を実現した。 433 

 434 

  435 
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５．新たな更新計画の必要性 436 

5-1 点検技術の高度化 437 
NEXCO３会社は、省令に基づく 5 年に 1 度の定期点検に加え、NEXCO３会社にお438 

いて制定している点検要領に基づく点検を実施している。点検結果に基づき、適切な点439 
検・措置（修繕、更新等）・記録といった維持管理サイクルを継続しており、変状の事例440 
を収集し、分析することで劣化に対する知見の蓄積を進めている。 441 

また、近年では点検技術の⾼度化により、従来の人による目視や打音での点検から、442 
ドローンやロボット、⾼解像度カメラ等を活用した点検も実施されている。加えて、電443 
磁波レーダーや超音波探査といった非破壊調査技術が進展したことで、構造物の内部の444 
劣化状況も把握できるようになった。（表−２） 445 

表−2 構造物内部の劣化状況を把握するための調査技術 446 
対象構造物 概 要 

橋梁 
（床版） 

電磁波レーダー探査 
→ 目視では確認不可能な舗装下の床版上面の劣化（土砂化・浮き等）

の有無、床版内部のひび割れの有無、鉄筋かぶり等の状況を確認 
部分開削調査、小径削孔調査 
→ 舗装補修（橋面舗装の切削作業）の影響による床版上面の劣化の有

無、床版厚の減少や水平ひび割れの有無を確認 
橋梁 
（ＰＣ鋼材） 

広帯域超音波法による調査 
→ 目視では確認不可能なＰＣ鋼材のグラウトの充填状況を確認 

舗装 

FWD 調査（Falling Weight Deflectometer） 
→ 衝撃荷重により路面のたわみ形状（たわみ曲線）を計測することで、

舗装の層ごとの劣化の有無を確認 
開削調査 
→ 変状箇所において舗装を切り出し目視で確認することで、路盤部の

詳細な劣化（ひび割れや変形）の有無を確認 
 447 
5-2 新たな更新計画の必要性 448 

定期点検による変状状況の確認や表−２に示す詳細な調査の結果、新たな劣化事象や449 
著しい劣化の進行が確認されてきた。これらの劣化事象について、劣化要因や劣化メカ450 
ニズムを分析した結果、更新事業への追加が必要な箇所が確認された。 451 

なお、これまで本委員会では検討の対象としていなかった舗装について、深層部の劣452 
化メカニズムが解明され、通常修繕の範囲の対策では、構造物全体としての健全性を保453 
つことが困難であることが判明したことから、新たに検討対象として追加している。 454 

 455 
5-2-1 橋梁 456 

プレストレストコンクリート橋（以下「ＰＣ橋」という。）においては、以前より、Ｐ457 
Ｃ鋼棒の破断による突出事象等が発生するなど、ＰＣグラウトの充填不足を原因とした458 
ＰＣ鋼材の変状（腐食・破断）が懸念されていた。 459 

ＰＣグラウトの充填不足の発生メカニズムは、ＰＣグラウトの材料、施工⽅法及び施460 
工機械などに関する技術水準が未熟であったことに起因するブリーディング（注入した461 
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ＰＣグラウト材料から水分が分離し、表面に浮き上がる現象）の発生やＰＣグラウトの462 
先流れの発生などであるとされている。また、ＰＣ鋼材の変状は、凍結防止剤や飛来塩463 
分などの影響を受けることで発生し、変状が発生するとＰＣ橋の耐久性能や耐荷性能の464 
低下につながる。 465 

コンクリート内部にあるＰＣ鋼材⾃体の変状の影響は、桁表面には表れにくく、これ466 
までの目視点検を主体とする⽅法では、その変状を十分に把握することは困難であった467 
が、近年の非破壊調査技術の進展により、ＰＣグラウトの充填不足箇所の検出が可能と468 
なった。本調査の結果、ＰＣグラウト材料などの技術基準が整備された 1999 年より前469 
に建設された橋梁においては、ＰＣグラウトの充填不足の発生が一定の割合で確認され470 
た。また、充填不足が発生している箇所では、ＰＣグラウトによる防食効果が低下する471 
ため、環境条件によっては、ＰＣ鋼材の著しい腐食やＰＣ鋼材が破断している事象も確472 
認された。 473 

なお、1999 年の技術基準の整備では、ＰＣグラウトの水分の分離が発生しづらいノ474 
ンブリーディングタイプの材料の標準化や先流れを防止するための施工管理⽅法の基475 
準化がなされており、1999 年以降に建設された橋梁においては、ＰＣグラウトの充填不476 
足の発生は現時点では確認されていない。 477 

ＰＣ橋は、ＰＣ鋼材の破断本数に応じて耐荷性能が低下するため、ＰＣグラウトが適478 
切にシース内に充填されていることが重要であり、充填不足が確認された場合は、ＰＣ479 
グラウト再注入が必要となる。 480 

特にＰＣ鋼材の端部が、床版上面部に定着（上縁定着）されているＰＣ橋では、路面481 
からの凍結防止剤を含む⾬水等の影響を受けやすく、ＰＣ鋼材の腐食が深刻化する前に482 
グラウト再注入を実施することが重要である。既にＰＣ鋼材の変状（腐食・破断）が著483 
しい場合には、桁の架替えなどの対策を講ずる必要がある。 484 

 485 
コンクリート構造物の劣化要因には、塩害、アルカリシリカ反応、大型⾞交通による486 

疲労、中性化などがある。よって、鉄筋コンクリート床版における変状分析については、487 
内在塩分や飛来塩分、凍結防止剤（塩化ナトリウム）、大型⾞交通による疲労を劣化要因488 
として整理し分析を実施した。 489 

分析結果より、内在塩分と飛来塩分の組み合わせ、凍結防止剤散布量、累計 10t 換算490 
軸数、内在塩分、アルカリシリカ反応の影響を更新事業の必要要件として設定し、対象491 
橋梁を選定、更新工事を進めてきた。 492 

しかし、必要要件に関わらず、床版下面の剥離や鉄筋露出など、著しい変状が発生し493 
ている鉄筋コンクリート床版が確認されている。 494 

これらの橋梁を電磁波レーダー探査によりコンクリート床版表面の状況を調査した495 
ところ、劣化が進行しコンクリートが土砂化している状況であった。加えて小径削孔調496 
査を実施したところ、床版厚の減少、床版内部の水平クラック、床版上面での⾼い塩化497 
物イオン濃度が確認された。 498 

同様の事例を収集、分析をしたところ劣化が進行している床版は、現行基準の 1993499 
年（平成 5 年）道路橋示⽅書（床版厚 25cm）の適用より前に設計された床版厚の薄い500 
橋梁であることが確認された（1972 年（昭和 47 年）基準では床版厚 22 ㎝、1956 年（昭501 
和 31 年）基準では床版厚 19 ㎝）。 502 

併せて補修履歴を調べたところ、過去に行った舗装補修により床版を切削しているこ503 
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とが判明した。橋面の舗装補修において、2011 年以前は床版を損傷させない施工⽅法が504 
規定されていなかったことから、小径削孔調査により確認された床版厚の減少やひび割505 
れは舗装補修が原因として考えられる。 506 

また、床版上面で⾼い塩化物イオン濃度が確認されており、これは凍結防止剤が床版507 
内部まで浸入していることを示している。凍結防止剤等の影響による鉄筋腐食の促進、508 
交通の繰り返し荷重や水の影響による劣化など、塩害と疲労の複合劣化により、劣化が509 
加速しているものと思われる。 510 

これらの劣化が更に進行した場合、路面の陥没や床版下面の剥離・剥落などの第三者511 
被害を引き起こすおそれがある。そのため、劣化が著しい床版については、耐久性の⾼512 
いプレストレストコンクリート床版等に取替えるなどの対策を行う必要がある。 513 

 514 
5-2-2 舗装 515 

従来は表層・基層に発生した変状に対して補修を繰り返し実施することで舗装の健全516 
性が維持できると想定されてきた。しかしながら、近年、路面に土砂が吹き出す現象や517 
ひび割れの発生など、舗装の路盤部まで損傷が発生する事例がみられている。そのよう518 
な場合、路盤部を局部的に同等性能の材料で補修しても、短期間で新たな変状が発生し、519 
補修頻度が著しく⾼くなるといった問題が生じていた。そこで、非破壊調査（FWD 調520 
査：Falling Weight Deflectometer）や開削調査を行い、その結果をとりまとめたとこ521 
ろ、上層路盤の下面に、繰り返しの交通荷重による疲労ひび割れが発生していることが522 
判明した。 523 

この路盤部の変状は、繰り返しの交通荷重・アスファルト混合物層の厚さ・水の浸入524 
の影響や、これに伴う路床及び路盤の脆弱化などの複合した要因により進行しており、525 
上層路盤下面からの疲労ひび割れの発生に伴い、下層路盤の湿潤化により永久変形が発526 
生し、変状が進行するというメカニズムが判明した。 527 

これまで構築してきた舗装が構造的な強度低下が発生している状況であることから、528 
舗装厚が比較的薄いなど、路床及び路盤の脆弱化が進行しやすい箇所で、前述の変状が529 
確認されている箇所については、⾼耐久化が必要であり、路盤の補修の材料に⾼弾性ア530 
スファルト混合物（HiMA：High Modulus Asphalt※）を用いるなど、従来よりも路盤部531 
の⾼耐久化を図る対策が必要である。 532 

※HiMA： 20 年ほど前から欧州をはじめ多くの国で使用実績があり、変状事例が少ないアスファ533 
ルト混合物を参考に、日本の実情に合わせて改良した混合物。従来のものに比べ、疲534 
労抵抗性、耐水性に優れ、強度が⾼い。 535 

なお、現状の FWD 調査は道路上で停⾞して測定を行うため、工事規制内で調査を行536 
う必要があり、調査に時間を要することが課題である。舗装の健全性をより網羅的に把537 
握していくためには、舗装表面のたわみ量を移動しながら測定できる測定⾞両の開発が538 
重要である。 539 

 540 
5-2-3 土構造物 541 

断層や地すべりを起こしやすい地質が分布している切土のり面において、のり面の安542 
定のため、グラウンドアンカー等の地すべり対策を繰り返し実施しても、のり面全体の543 
変状が収まらない状況が確認された。 544 
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当該地区ではスレーキング性が⾼く、吸水膨張する特性を有する泥岩等の地質が分布545 
しており、断層背面などの割れ目からの水の供給により経時的にすべり面強度が低下し546 
今後も地すべりが⻑期的に進行することが想定される。 547 

このように地すべり対策をしても変状が収まらず、グラウンドアンカー等による標準548 
的な工法では地すべりを抑止することができない場合は、抜本的な対策として⾼速道路549 
本線上にカルバートを設置し、その上に押え盛土を構築することで、のり面全体に対し550 
て面的に変形を抑制する対策が必要である。 551 

 552 
また、火山堆積物地質で形成される地盤上に火山堆積物が含まれる盛土を構築した箇553 

所で、路面陥没や路面下空洞・路面沈下が繰り返し発生する事例が確認された。これら554 
に対応するため、点検や電磁波レーダーなどによる調査頻度を⾼めており、路面下空洞555 
等に起因すると推察される結果が確認され次第、路面を開削して空洞等への充填を行う556 
などの補修を繰り返してきた。 557 

これらの変状は、盛土内に降⾬等が浸透することにより、盛土材が細粒化して移動し、558 
原地盤の粗な部分に流出することが原因であると想定される。現在、実用化されている559 
点検・調査手法では、空洞発生前の予兆を発見することは困難であり、事象が発生する560 
たびに緊急通行止めを実施するなどして、補修を行っているところである。そのため、561 
抜本的な対策として、盛土材を現在の多孔質な火山堆積物ではないものに置換えるとと562 
もに、原地盤にも細粒分流出防止対策を実施する必要がある。 563 

 564 
６．新たな更新計画の概要 565 

NEXCO３会社が管理する⾼速道路 9,663km（2022 年 3 月末時点）のうち約566 
3,230km(約３割)が開通後 40 年以上経過しており、約 1,360km（上下線別の延べ延⻑：567 
2,220km）で更新事業を実施中である。 568 

今回、定期点検及び変状箇所における点検技術の⾼度化を踏まえた詳細調査の結果、569 
著しい変状が確認され、新たに更新が必要であると本委員会において判断される箇所に570 
ついて、NEXCO３会社が事業規模をとりまとめたところ、約 500 km（上下線別の延べ571 
延⻑：960km）、対策として約 1 兆円の更新事業が必要と判明した。（表−３） 572 

 573 

  574 
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 575 
表−３ 新たな更新計画の事業規模 576 

区分 主な対策 延⻑※ 概算事業費 

橋梁 
桁の架替、充填材の再注入 約 30 km  

【約 50 km】 約 2,500 億円 

床版取替  
約 20 km  

【約 30 km】  
約 4,500 億円  

土工・舗装 

舗装路盤部の⾼耐久化 約 440 km  
【約 870 km】 約 2,400 億円 

切土区間のﾎﾞｯｸｽｶﾙﾊﾞｰﾄ化 ＋ 押え盛土 2 箇所 約 200 億円 

盛土材の置換 約 4 km  
【約 8 km】 約 400 億円 

合計 約 500 km  
【約 960 km】 約 10,000 億円 

※【  】は上下線別の延べ延⻑。 端数処理の関係で合計が合わない場合がある。 577 
 578 

７．引き続き検討すべき課題と今後の取り組み 579 

7-1 社会的影響に配慮した更新事業への取り組み 580 
更新事業は供用中路線での工事となることから、万全な安全対策とともに、交通規制581 

及びそれに伴い発生する交通渋滞といった社会的影響の最小化が必須である。 582 
特に、本格的な展開が予定されている都市部での更新事業については、2015 年 3 月583 

の事業化後約 8 年にわたる期間で得た知識と経験を総動員して挑むべきプロジェクト584 
である。渋滞発生を抑制するための現況⾞線数を確保した規制計画の立案や環状道路ネ585 
ットワークを活用した迂回促進策など、過去の事例を参考にしつつ、新たな発想をもっ586 
て取り組む必要がある。 587 

更新事業を円滑に進めるためには、⾼速道路会社のみならず関係機関や地域社会等も588 
含めた調整を行い、社会的なコンセンサスを得る必要がある。 589 

また、更新事業を着実に進めるために、引き続き、各種技術基準やマニュアル類の整590 
備、人材育成に取り組みつつ技術者等の担い手不足への対応として、入札・契約手法等591 
の改善に配慮していく必要がある。 592 

 593 
7-2 更新計画の継続した検討 594 

今回の新たな更新計画は、定期点検及び点検技術の⾼度化を踏まえた詳細調査の結果、595 
著しい変状が確認され、新たに更新が必要となった箇所であり、同様の構造・基準の箇596 
所等において、今後著しい変状に進行する可能性があることから、点検結果等を踏まえ、597 
更新事業の追加を検討する必要がある。 598 

また、今後も継続して実施していく定期点検や最新技術を用いた詳細調査により、今599 
回の更新計画以外の新たな変状や劣化メカニズムが判明することも想定されるため、更600 
新計画の考え⽅や対象構造物を見直すことも検討していく必要がある。 601 
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更に、⾼速道路区域外からの土石流対策や、鋼橋における鋼部材の腐食や変状に対す602 
る対策について、今後も検討を進め、本委員会で継続して議論を行う必要がある。 603 

 604 
7-3 災害リスクへの対応 605 

NEXCO３会社は日本全国を網羅する⾼速道路を管理しており、大規模地震や、気候606 
変動の影響により激甚化・頻発化している水害等、直面している災害リスクは大きく、607 
その対策として更新事業が果たす役割も大きくなっている。別途事業化されている 4 ⾞608 
線化事業や耐震補強事業と一体となって更新事業を進めていくことにより、⾼速道路の609 
更なる進化を図るとともに、より一層の災害リスクの低減効果が期待できる。 610 

 611 
7-4 更新事業に必要な財源の確保 612 

新たな更新事業の実施においては、引き続き調査研究、技術開発等の投資が必要であ613 
る。本委員会では、技術的知見から基本的な⽅策を検討し整理したものであり、今回も614 
財源については言及していない。しかし、事業の実施にあたっては、今後、必要な財源615 
が確保されるべきである。一⽅で、国⺠の理解を得つつ、更新事業を⻑期にわたり安定616 
的に実施していくためにはコスト縮減への取り組みも重要となる。 617 

 618 
 619 

 620 
 621 
 622 

以 上 623 
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 630 

（2023 年 1 月 30 日時点） 631 
 632 
 633 

委員⻑ 藤野 陽三 城⻄大学 学⻑ 634 
 635 

委員  太⽥ 秀樹 中央大学 研究開発機構 機構教授 636 
 637 
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 639 

⻄村 和夫  東京都立大学 理事・学⻑特任補佐 640 
 641 
秋葉 正一 日本大学 生産工学部 教授 642 

 643 
⼋⽊ 茂樹   東日本⾼速道路（株）管理事業本部⻑ 644 

 645 
中井 俊雄   中日本⾼速道路（株）保全企画本部⻑ 646 

 647 
小笹 浩司   ⻄日本⾼速道路（株）保全サービス事業本部⻑ 648 

 649 
 650 

（敬称略・順不同） 651 

  652 



 

  別 紙 ２ 653 
審議の経緯 654 

 655 
委員会（開催日） 主な審議内容 

第 1 回委員会 
（2012 年 11 月 7 日） 

・⾼速道路の現状と課題 
・構造物の変状と維持管理の現状 
・⻑期保全及び更新の検討の着目点と必要性 

第 2 回委員会 
（2013 年 3 月 5 日） 

・⻑期保全及び更新の必要性検討の流れ 
・対策の定義、検討の着目点の整理 
・変状分析と対策要件の策定 

第 3 回委員会 
（2013 年 4 月 10 日） 

・変状分析結果 
・大規模更新・修繕の必要要件 
・中間とりまとめ（案） 

中間とりまとめ公表 
（2013 年 4 月 25 日） 

・⾼速道路の現状と課題 
・⻑期保全及び更新の基本的な考え⽅ 
・大規模更新・修繕の必要要件のとりまとめ 

第 4 回委員会 
（2014 年 1 月 22 日） 

・大規模更新・修繕の実施時期 
・大規模更新・修繕の実施に当たっての課題 
・提言及び最終報告書（案） 

提言・最終報告公表 
（2014 年 1 月 22 日） 

・⾼速道路の社会的役割、現状と課題 
・⻑期保全及び更新の基本的な考え⽅ 
・大規模更新・修繕の検討、実施と課題 

 656 
2015 年 3 月 25 日 更新事業の事業化 

 657 
＜今回の中間とりまとめ内容＞ 658 

委員会（開催日） 主な審議内容 

第 5 回委員会 
（2020 年 1 月 28 日） 

・特定更新等工事の実施状況と課題の対応状況 
・定期点検一巡等を踏まえた対応 

第 6 回委員会 
（2022 年 3 月 3 日） 

・更なる更新事業の必要性 
・新たな課題（劣化要因・メカニズム）の確認 

第 7 回委員会 
（2022 年 10 月 28 日） 

・劣化要因・メカニズムの明確化 
・措置対象の体系化、対策工法の具体化 
・今後検討が必要な対策メニュー 

第 8 回委員会 
（2023 年 1 月 30 日） 

・新たな更新計画の必要性 
・新たな更新計画の概要 
・引き続き検討すべき課題と今後の取り組み 
・中間とりまとめ（案） 

 659 



2023年1月30日

高速道路資産の長期保全及び更新のあり方に関する技術検討委員会

中間とりまとめ（参考資料）

資 料 ２ － ２



１．高速道路ネットワークが果たす役割



供用延長
（2022年3月末）

日平均利用台数
（2021.4～2022.3）

NEXCO東日本 3,943 ㎞ 2,738 千台/日

NEXCO中日本 2,170 ㎞ 1,853 千台/日

NEXCO西日本 3,550 ㎞ 2,699 千台/日

NEXCO計 9,663 ㎞ 7,289 千台/日

2

○ ＮＥＸＣＯ東日本・ＮＥＸＣＯ中日本・ＮＥＸＣＯ西日本（以下「ＮＥＸＣＯ３会社」）が管理する高速道路は、2022年3月末時点で9,663
㎞が供用しており、１日約730万台の交通を担っている。

○ 物流の大動脈として社会経済を支え、観光・文化・産業振興に貢献。国民生活と社会経済活動を支えるライフラインに成長した。

１．高速道路ネットワークが果たす役割
～高速道路の整備状況～



3

○ E1A新東名高速道路・E1A新名神高速道路の開通によるダブルネットワークの概成、E6常磐自動車道（常磐富岡IC～浪江IC
間）開通によるミッシングリンク解消、4車線化・6車線化といった高速道路機能の強化が進んでいる。

■E1A新東名高速道路・E1A新名神高速道路の開通によるﾀﾞﾌﾞﾙﾈｯﾄﾜｰｸの概成
・ E1A新東名高速道路・E1A新名神高速道路の整備により、日本の人・モノの流

れの大動脈がダブルネットワーク化されることで、高速走行による所要時間の短
縮、時間信頼性の向上、事故・災害時における代替路の確保が図られる。

■常磐道等の４車線化
・暫定２車線区間においては、時間信頼性確保、事故防止、ネットワークの

代替性確保の観点から順次４車線化事業が事業化。

出典）NEXCO中日本 事業評価監視委員会資料より抜粋
https://www.c-nexco.co.jp/corporate/company/disclosure/evaluation/pdf/2020/2020_03.pdf

１．高速道路ネットワークが果たす役割
～高速道路の整備状況～

・ E1A新東名高速道路（浜松いなさJCT～豊田東JCT）
の開通により、開通前に頻発していたE1東名高速道
路（音羽蒲郡IC～岡崎IC間）の交通集中渋滞は約７割
減少

【E1東名高速道路の渋滞が大幅に減少】
・ E１A新名神高速道路（高槻第一JCT～神戸JCT）

の開通により、新名神・名神・中国道の事故率は
約４３％減少。

・ 交通事故の内訳では、渋滞中における事故の件
数が約７４％減少

【並行する高速道路の交通事故の減少】

出典）NEXCO西日本 事業評価監視委員会資料より抜粋一部加工
https://corp.w-nexco.co.jp/corporate/disclosure/evaluation/r4/pdfs/05.pdf

＜新名神・名神・中国道の事故率＞

＜新名神・名神・中国道の事故件数＞

■E6常磐自動車道のミッシングリンク解消
・E6常磐自動車道の全線開通に伴い、いわき～仙台間の所要時間が約３２分短

縮（約１５３分⇒約１２０分）減少し、時間信頼性が確保。

音羽蒲郡ＩＣ岡崎ＩＣ

2015.3.1
常磐自動車道 最後の開通（ミッシングリンク解消）

浪江IC

常磐富岡IC

【いわき～仙台間の時間短縮】

常磐道（いわき四倉～広野）

0.53

0.12

死
亡
事
故
率
（
件
／
億
台
キ
ロ
）

0.2

0.4

0.22

※

約2倍

高速道路
暫定2車線

高速道路
4車線以上

一般道路

※ 高速道路：H25-R3 高速自動車国道(有料)
一般道路：H25-R3 一般国道、主要地方道、県道、市町村道、その他道路

出典：自動車燃料消費量調査 月報の各年１～12月 高速トラカンデータ

0.6

https://www.c-nexco.co.jp/corporate/company/disclosure/evaluation/pdf/2020/2020_03.pdf
https://corp.w-nexco.co.jp/corporate/disclosure/evaluation/r4/pdfs/05.pdf
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○ 高速道路による利便性の向上及び時間短縮効果によって、産業及び観光の活性化が確認されており、地域社会の発展にも
貢献。

○ しかし、地方部においては、依然として暫定２車線区間が多く存在。対面通行に起因する速度低下・重大事故・災害時におけ
る脆弱性等の課題を抱えていることから、2019年9月に優先整備区間（約880㎞）が選定され、順次４車線化事業が事業化。

１．高速道路ネットワークが果たす役割
～高速道路の整備状況～

■事業化経緯

・阪和自動車道 4車線化

2019.9 「高速道路における安全・安心基本計画」
• 優先整備区間（約880㎞）を選定
＜解決すべき課題＞
○ 時間信頼性の確保の観点
○ 事故防止の観点
○ ネットワーク代替性確保の観点

2020.12 「防災・現在、国土強靭化のための
５か年加速化対策」

＜達成目標＞
○ ５か年で高規格道路（有料）の４車線

化優先整備区間の約５割に事業着手

現時点 36箇所 約230㎞を事業化



5

○ 高速道路は国内陸上貨物輸送量（トンキロ）における分担率の73.1％を占めており、国内輸送の大動脈を担っている。

○ 2020年以降の新型コロナ感染症の感染拡大に伴う行動制限下においても、宅配需要の高まりの影響もあり、大型車交通量
は大きな減少を示さず、高速道路が物流ネットワークの基盤としての役割を担っていることを改めて認識。

出典）国土交通省 道路局 第２１回物流小委員会 資料１ 物流から見た道路政策を取り巻く状況より一部資料を加工
https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/content/001375162.pdf

■コロナ渦による大型車交通量の推移

１．高速道路ネットワークが果たす役割
～物流面での役割～

■国内陸上輸送における
高速道路分担率

貨物輸送量
（億トンキロ）

自動車
2,060

（90.5％）

高速道路
1,664

（73.1％）

その他
一般道路など

396
（17.4％）

鉄道 215 （9.5％）

出典：高速道路便覧 2021
輸送機関別貨物輸送量（平成27年度）データより

https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/content/001375162.pdf


さいじょう

広島IC
ひろしま

たかや

河内IC

こう ち

おのみちきた

こうち

九州方面

近畿方面

6

○ 昨今の激甚化・頻発化する自然災害時における緊急輸送道路としての役割・責任は更に大きくなっている。

■１時間降水量50mm以上の年間発生回数

1976～1985
平均 226回

2012～2021
平均 327回

約1.4倍

■近年発生した自然災害の一例

出典）国土交通省 道路局 第２１回物流小委員会
資料１ 物流から見た道路政策を取り巻く状況
https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/content/001375162.pdf

１．高速道路ネットワークが果たす役割
～自然災害への備え～

地震 風水害 雪害

Ｈ25
島根県・山口県における大雨
(Ｈ25.7.26～8.3)

関東地方における大雨・暴風雪
(H26.2.14～2.19)

Ｈ26 平成26年8月豪雨(Ｈ26.7.30～8.26)

Ｈ27
平成27年8月関東・東北豪雨
(Ｈ27.7.30～8.26)

北陸地方における大雪(H28.1.24～1.15)

Ｈ28 熊本地震(Ｈ28.4.14, 4.16)
台風第7号、第11号、第9号、第10号及び前
線による大雨・暴風(Ｈ28.8.16～8.31)

中国地方における大雪(H29.1.23～1.24)

Ｈ29
平成29年7月九州北部豪雨
(Ｈ29.6.30～7.10)

首都圏における大雪(H30.1.22～1.23)
首都圏における大雪(H30.2.3～2.8)

Ｈ30
大阪北部地震(Ｈ30.6.18)
北海道胆振地方中東部(Ｈ30.9..6)

平成30年7月豪雨(Ｈ30.6.28～7.8)
台風第21号による暴風・高潮等
(Ｈ30.9.3～9.5)

Ｈ31／R1 山形県沖地震(Ｒ1.6.18)

九州地方を中心とした前線による大雨
(Ｒ1.6.28～7.5)
台風15号による暴風・高潮等(Ｒ1.9.7～9.9)
台風15号による暴風・高潮等
(Ｒ1.10.10～10.13)

出典）気象庁ＨＰ （一部図を加工） https://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/extreme/extreme_p.html

さいじょう

さいじょう

こう ち

おのみちきた

■緊急輸送道路としての役割 ＜平成30 （2018）年7月豪雨の事例＞

・平成30年7月豪雨では、広島県内のE2山陽自動車道をはじめ、広域で被災。

・被災後早期に、E2A中国自動車道等を活用し九州と近畿圏との物流網を確保。

・広島県内への緊急物資等輸送を支援するため、E2山陽自動車道において、
復旧作業と並行して緊急物資等輸送車両の通行を確保。

通行措置状況（ 高屋ＪＣＴ付近）

山陽道 広島IC～河内IC（39㎞）

※ ４車線の道路幅を有効に活用し、緊急物

資等輸送車両の通行帯を確保。

広
島
Ｉ
Ｃ

河
内
Ｉ
Ｃ

復旧作業
高
屋
J
C
T

https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/content/001375162.pdf
https://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/extreme/extreme_p.html
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○ 豪雨による事前通行規制において、高速道路が最大限機能を発揮するよう、従来の経験降雨に基づく確率統計的な通行止
め基準から、土壌中の水分量データに基づく土壌雨量指数等を考慮した基準への見直しについて試行導入を検討。
→災害発生を的確に捕捉、通行止め開始及び解除のタイミングの適正化、通行止め時間の最小化を目指す。

○ 高速道路区域外からの土石流等の危険箇所について、近年高度化されたレーザープロファイラ調査により抽出を進めている。
→有効な対策の実施に繋げる必要がある。

１．高速道路ネットワークが果たす役割
～自然災害への備え～

雨
量
・土
壌
雨
量
指
数

時間

規制
基準

従来基準での通行止め

新基準での通行止め

通行止め
時間短縮

(見逃し)

災害(捕捉)

連続雨量
土壌雨量指数

■ 土壌雨量指数を考慮した通行止め基準の検討

 土壌雨量指数とは、降った雨による土砂災害
危険度の高まりを把握するための指標であり、
降った雨が土壌中に水分量としてどれだけ
溜まっているかを、タンクモデルを用いて数
値化したもの。

 調査手法の高度化により、微細な地形が
読み取れることで、落石発生源や崩壊跡地
等が把握可能となった。

 今後は高速道路に影響を及ぼす可能性の
ある危険箇所に対し、対策内容を検討。

 高速道路沿線の危険箇所の把握

落石発生源

レーザープロファイラ調査による地形データ

＜土石流対策の例＞
高ｴﾈﾙｷﾞｰ吸収型土砂流出防止柵

土石流による被災状況

大分道 由布岳ＰＡ（R4.9.18）



○ 平成28(2016)年熊本地震において、速やかに機能回復できない損傷が発生し緊急輸送道路としての活用までに時間を要した。

○ 耐震性能２（大規模な地震時でも軽微な損傷に留まり、速やかな機能回復が可能となる性能）を確保するため、大規模地震に
備えた更なる耐震補強事業を推進し、高速道路の強靭化を図る。

１．高速道路ネットワークが果たす役割
～自然災害への備え～

■熊本地震での被災 ■更なる耐震補強の実施内容

出典）国土交通省HP 道路における震災対策 より
https://www.mlit.go.jp/road/bosai/measures/index1.html

熊本地震では、速やかに機能回復できない損傷が発生し、緊急輸送路としての運行
に時間を要した。（被災後、15日目に緊急車両通行）

8

水平力分担構造段差防止構造 橋脚の巻立て補強

https://www.mlit.go.jp/road/bosai/measures/index1.html


２．老朽化の進展と過酷な使用環境
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30年未満 30年以上40年未満 40年以上50年未満 50年以上

２．老朽化の進展と過酷な使用環境
～老朽化の進展～

＜重交通量路線の供用後経過年数＞

道路名 区間 区間交通量
（2020年度）

供用後経過年数
（2032年3月時点）

① E1東名高速道路 海老名JCT～厚木 146,000 台 63

② E1名神高速道路 草津JCT～瀬田東 123,000 台 68

③ E17関越自動車道 鶴ヶ島JCT～鶴ヶ島 106,000 台 59

④ E3九州自動車道 筑紫野～鳥栖JCT 104,000 台 57

④

②

①

③

＜高速道路の経過年数の構成比＞

○ NEXCO３会社が管理する高速道路は2022年3月時点で、約3割が供用後40年以上経過しており、10年後（2032年3月時点）は
その延長が約６割となり、経過年数が長くなる区間の割合が増加していく。

○ 10万台／日を超える重交通量路線のうち、既にE1東名高速道路やE1名神高速道路などは供用後50年以上を経過しており、
10年後にはE17関越自動車道やE3九州自動車道など他の路線も供用後50年以上に到達する。

供用後経過年数
現在（2022年3月時点）

供用後経過年数
10年後（2032年3月時点）

2022年3月

2032年3月
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○ 重量制限を超過する大型車両の悪質な違反者に対する刑事告発(取締の強化)や自動軸重計による違反車両の特定、特殊
車両申請のオンライン化等の対策を更に進め、引き続き指導・取締りを強化する必要がある。

○ 凍結防止剤の使用量はスパイクタイヤが使用されなくった1993年以降増加傾向であり、近年においても、雪氷対策体制の強
化により増加傾向が続いている。

２．老朽化の進展と過酷な使用環境
～過酷な使用環境～

◆悪質な過積載車両に対する刑事告発の実施 (取締の強化)

◆自動軸重計の整備
・通過車両の車番情報と連携することができ、違反車両を特定し

計測データによる取締りが可能。

車両総重量が、基準の
2倍以上超過している
悪質違反者については、
告発を実施

取締状況

◆特殊車両申請のオンライン化

・オンライン化により、郵送手続きが不要となることで、２４時間の
申請が可能になり、手続き期間も短縮されるため利便性が向上

高速道路
機構と連携

◆凍結防止剤使用量の推移

自動軸重計センサー部

自動軸重計

1990年（H2年） スパイクタイヤ粉じん防止法制定
1992年（H4年）4月以降 罰則規定施行
1993年（H5年）以降 凍結防止剤（塩化ナトリウム）の使用量が増加

凍結防止剤散布状況

＜直近３ヶ年の凍結防止剤使用量の推移＞

除雪作業状況



３．更新事業の取り組み状況と効果
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３．更新事業の取り組み状況と効果
～更新事業の概要～

区分 項目 主な対策 対策延長※1

大
規
模
更
新

橋梁

床版 床版取替 224 ㎞

桁 桁の架替 9 ㎞

小計 233 ㎞

大
規
模
修
繕

橋梁

床版 高性能床版防水 など 455 ㎞

桁 桁補強 など 160 ㎞

土構造物
盛土・
切土

グラウンドアンカー
水抜きボーリング など

1,231 ㎞

トンネル
本体・
覆工

インバート など 141 ㎞

小計 1,987 ㎞

合計 2,220 ㎞

・鉄筋コンクリート床版をより耐久性の高
いプレストレストコンクリート床版に取替え。

・工事による交通影響を軽減させるため、
対面通行規制により片側ずつ取替え。

＜橋梁の大規模更新イメージ＞ ＜橋梁の大規模修繕イメージ＞

＜土構造物、トンネルの大規模修繕イメージ＞

■更新事業の対象数量

※1 「対策延長」・・・上下線別（橋梁、トンネルの暫定２車線を除く）及び連絡等施設を含んだ延べ延長
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沖縄道 幸喜橋 【桁架替】

○ 事業化当初は、主に比較的交通量が少ない地方部より着手したが、現在では首都圏のＥ16横浜横須賀道路や、Ｅ1東名高速
道路、E2A中国自動車道等の重交通量路線にも展開している。

中国道 冠山トンネル
【インバート設置】

東名 大井松田IC～御殿場IC
【グラウンドアンカー工】

道央道 夕張川橋 【床版取替】

中央道 深沢橋 【床版取替】

中国道 豊中高架橋 【床版・桁取替】

横横道 釜利谷第二高架橋
【床版取替】

中央道 高井戸高架橋
【桁補強】

３．更新事業の取り組み状況と効果
～更新事業の実施状況～

東名 大井松田IC～御殿場IC
【グラウンドアンカー工】



４．更新事業実施に伴う課題と対応



■ 工事規制の期間短縮

○ 更新事業の実施にあたっては、高速道路・周辺道路の渋滞による社会的影響の最小化を図っている。

○ 社会的影響の最小化を図る施策として、工事計画時にハード・ソフト対策を併せて検討している。

■ 渋滞発生の抑制

16

現況車線数を確保した規制計画 環状道路ネットワークを活用した
迂回路促進策

プレキャスト製品の活用大型クレーンによる一括架設

■ 広報戦略
テレビＣＭによる理解醸成

専用WEBサイト等における広報
（交通需要抑制につながる内容）

工事規制の期間

工
事
規
制
に
よ
る
渋
滞

短 ⻑
少

社会的影響度
（大）

多

渋
滞
発
生
の
抑
制

工事規制の期間短縮

社会的
影響度
（小）

無対策の場合

対策の結果

広報戦略

４．更新事業実施に伴う課題と対応
～社会的影響の最小化～
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○ 高速道路６会社※で更新事業を「高速道路リニューアルプロジェクト」と称し、共通ロゴマークを作成。

○ テレビコマーシャル等の各種広告媒体を活用して広報活動を展開。事業認知度も向上してきている。

橋梁（桁架替） トンネル
（インバート設置）

橋梁（床版修繕） のり面
（グランドアンカー）

橋梁（桁補強） トンネル
（覆工補強）

のり面
（水抜きボーリング）

橋梁（床版取替）

■「高速道路リニューアルプロジェクト」共通ロゴマーク

■リニューアルプロジェクト テレビCM・ポスター ■事業認知度の計測結果

○2019広告効果測定調査
・インターネット調査
・エリア：関東、甲信、東海、静岡、北陸、関西
・サンプル数：5,000人
・調査日：2019年11月8日～11日

※首都高速道路株式会社、阪神高速道路株式会社、本州四国連絡道路株式会社
東日本高速道路株式会社、中日本高速道路株式会社、西日本高速道路株式会社

４．更新事業実施に伴う課題と対応
～更新事業の社会的な理解醸成、交通規制に関する情報発信～



４．更新事業実施に伴う課題と対応
～更新事業の社会的な理解醸成、交通規制に関する情報発信～

○ 更新事業の必要性・重要性を理解して頂くため、マスコミを対象としたプレスツアーや周辺住民等を対象とした見学会を実施。

○ 各年度の大規模な交通規制計画について、HPにて早期に高速道路利用者へお知らせを実施している。

○ 特に社会的影響の大きい更新事業は各社HPに特設サイトを設け、きめ細やかな情報発信を展開している。

■大規模な工事計画のお知らせ（HPにて年度予定を公表）

■更新事業の特設サイト（中日本：名神リニューアル工事）

■マスコミを対象としたプレスツアーの事例

中国道リニューアル工事の現場公開

■周辺住民や学生を対象とした見学会の事例

中国道リニューアル工事の現場見学会 中国道リニューアル工事の現場見学会

18

名古屋大学の学生に向けた現場公開

中央道リニューアル工事の現場公開
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○ 既存の道路用地内で車線数を確保し渋滞を回避した例

・E1東名高速道路 用宗高架橋（静岡県）

４．更新事業実施に伴う課題と対応
～交通への影響に配慮した施工の事例～

交通運用計画

静岡～焼津ＩＣ（上り）は既存の幅員を縮小することで、上下２車線の対
面交通を確保。（規制日数63日）

（変更計画）（当初計画）

施工状況 対策効果

53

0

9

0
0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

0

10

20

30

40

50

60

計画 実績

計画と実績の比較

渋滞日数（日）

最大渋滞長（ｋｍ）

渋滞日数（日） 最大渋滞長（ｋｍ）

※計画は２車線確保をしない場合の渋滞予測値

渋滞日数53日間、最大渋滞長9kmの回避

上下２車線の対面通行規制

※計画は２車線確保をしない場合の渋滞予測値

○ 時間帯に応じて車線数を増減させて渋滞を削減した例

・E5道央自動車道 島松川橋（北海道）

施工状況

交通運用計画

防護柵切替車両（ロードジッパー）により仮設中央分離帯を移動させ、
時間帯に応じて車線数を増減させるリバーシブルレーン運用を実施。
（規制日数43日間）

42

0

33

12

18

0

18

5.1

0

5

10

15

20

0

10

20

30

40

50

計画 実績

最大渋滞長

（km）
渋滞日数（日）

計画と実績の比較
渋滞日数 上り（新千歳空港方面）

渋滞日数 下り（札幌方面）

最大渋滞長 上り（新千歳空港方面）

最大渋滞長 下り（札幌方面）

防護柵切替車両（ロードジッパー）
による車線切替

渋滞日数を８割削減（75日→12日）

対策効果

＜時間帯別車線運用の内容＞
夜１時～昼１２時：上り線２車線、下り線１車線
昼１時～夜１２時：上り線１車線、下り線２車線

NEXCO東日本トラカンデータ
2017年5月～7月実績交通量（月～土）

＜恵庭IC～北広島IC間 時間別交通特性＞

（札幌市方面）（新千歳空港方面）

もちむね
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○ 代替路の設置により大幅に通行止め日数を削減した例

・E20中央自動車道 調布ICランプ橋（東京都）

○ ダブルネットワークを活用した迂回促進を実施した例

・E1東名高速道路 裾野IC～富士IC間（静岡県）

実施内容

・所要時間や渋滞予測を積極的に提供することで、高速道路利用者に迂
回や出発時間の変更にご協力いただき、交通需要マネジメントにより渋
滞を削減。

新清水Ｊ 新富士 駿河湾沼津 長泉沼津

清水Ｊ 富士 裾野 御殿場Ｊ沼津愛鷹

E1東名

E1A新東名

特定更新等工事 実施区間

高速道路上における仮設情報板による情報提供

• 24時間体制で道路状況を監視するとともに、仮設情報板等で
高速道路利用者へリアルタイムの交通情報を提供

• 一般道迂回をご検討して頂けるように、迂回ルート分岐手前に
も情報板を設置

迂回対策に伴う効果

工事前 工事中 差

新東名 49,300 53,700
＋4,400
（+9%）

東名 41,700 37,500
▲4,200
（▲10%）

（単位：台/日）

標識における迂回促進対策

JCT標識への
工事規制情報の

追加標示

※工事前:2017年1～3月
工事中:2019年1～3月

約１割の高速道路利用者が平行する高速道路への迂回

交通運用計画

・インターチェンジ部の床版取替において、事業用地内に代替路を設置
することで長期間の通行止めを回避し、高速道路利用者への影響を
最小化。

・代替路の設置により、約350日の通行止め予定を2日に削減。

国道20号を夜間通行止めにより仮ランプ橋を架橋し、床版取替により通行止め
になるランプの代替路を確保

施工状況

上下２車線の対面通行規制

４．更新事業実施に伴う課題と対応
～交通への影響に配慮した施工の事例～
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○ ダブルネットワークを活用した迂回促進を実施した例
・E2A中国自動車道 吹田JCT～宝塚IC間 中国道リニューアルプロジェクト（大阪府・兵庫県）

規制方法の検討
・迂回路となる新名神高速道路が開通し中国道の交通量が約２
割減少（97→75千台/日）したことにより、中国自動車道のリ
ニューアル工事に着手。

・吹田JCT～中国池田IC：各工事規制形態による工事期間・渋滞
予測を行い、最も社会的影響が小さい終日通行止めを選択。
→2021.5より約1.5か月の終日通行止めを6回実施

・中国池田IC～宝塚IC：交通量が多く、迂回路となる道路が脆弱
であるため、6車線のうち4車線の通行帯を確保する終日車線
規制を選択。 →2021年度から2024年度の約3年間で実施

通行止め規制 対面通行規制

交通規制
形態

工事期間延
べ規制日数※ 2年（約198日間） 5年（約1,080日間）

中
国
池
田
ＩＣ

中
国
豊
中
ＩＣ

中
国
吹
田
ＩＣ

吹
田
JCT

中
国
吹
田
ＩＣ

吹
田
JCT

中
国
池
田
ＩＣ

中
国
豊
中
ＩＣ

中央環状線
（東向き）

中央環状線
（西向き）

中国道
（上り線）

中国道
（下り線）

工事区間
工事区間

社会的影響の最小化への取組
・2019年8月に外部の有識者を委員に迎え「中国自動車道リニューアルプロジェクト交
通マネジメント検討委員会」を設置

・交通動向の変化を広域的に把握し、「新名神への迂回促進」「交通需要抑制」を実現
していくための各種施策の有効性について有識者意見を踏まえ検討を行い実施。

施 策 内 容

広報施策 特設Webサイト、メディア広報、ポスター等

情報提供施策 情報板(多事象化等)、所要時間の提供(仮設LED板、特設WEBサイト)

料金施策 迂回料金割引（新名神）、新名神迂回キャンペーン（アプリ）

沿線企業・沿線住民への働きかけ 業界団体や沿線企業へのダイレクト広報、地域特化広報（リーフレット）

専用WEBサイト

ビル屋上大型サイネージ
（新御堂筋）

リアルタイム所要時間の提供

図形情報板による
所要時間の提供

情報番組への出演

＜広報施策＞ ＜情報提供施策＞ ＜料金施策＞

迂回対象経路走行車両を対象とした
通行料金割引

専用アプリによる迂回クーポン

４．更新事業実施に伴う課題と対応
～交通への影響に配慮した施工の事例～

＜吹田JCT～中国池田IC間の規制方法の検討＞



４．更新事業実施に伴う課題と対応
～交通への影響に配慮した施工の事例～

・2021年5月に開通した名二環（名古屋西JCT
～飛島JCT）を活用し、東名阪道を利用した
場合と同額になるよう通行料金を調整するな
ど、積極的に迂回促進策を実施。

➣渋滞を最大約10kmから約3kmに削減

◇環状道路ネットワークを活用した迂回路促進策

《東名阪自動車道の規制イメージ》
（下り線の昼夜連続車線規制を実施）

○ 環状道路を活用し、迂回促進を実施した例

・E23東名阪自動車道 弥富高架橋（愛知県）

・併せて実施した社会的影響の最小化への取組み内容

22

＝

○名二環 清州東IC～東名阪道
金山ＩＣ間での料金調整の事例

(普通車・平日昼間)

・TVＣＭやパンフ等での
広報も展開中

やとみ
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４．更新事業実施に伴う課題と対応
～交通への影響に配慮した施工の事例～

付加車線設置
L＝約8.8㎞

付加車線設置
L＝約7.1㎞

E49磐越自動車道
（会津坂下IC～津川IC）

福島県新潟県

山形県 宮城県

【凡例】
事業化箇所

付加車線（設置済）

更新工事箇所
トンネル

E49磐越自動車道（会津坂下～津川）

延 長 ： 33.8km

H30交通量 ： 6,300～6,700台/日

橋梁
トンネル

龍ヶ嶽TN 鳥屋山TN

≪トンネル変状状況≫

≪対策工（イメージ）≫
盤膨れ対策としてのインバート新設

インバート施工例

 昼夜連続通行止めで施工した場合の通行止め日数 龍ヶ嶽TN：約660日、鳥屋山TN：約460日
⇒ 計1,120日の通行止めが4車線化により不要となる

至：●●IC至：●●IC

至：●●IC至：●●IC

 施工ステップイメージ

更新工事を実施

先行整備したⅡ期線で対面通行規制

更新工事対象トンネル

○ 暫定２車線区間におけるトンネルインバート設置工事を実施するため、４車線化工事に先行着手した例

・E49磐越自動車道 会津坂下IC～津川IC間（福島県・新潟県）
あいづばんげ つがわ

４車線化の先行着手
暫定2車線区間で更新工事を実施するためには、長期間の通行止めが必要となるが、通行止めの社会的影響を最小化するため、一部区間において
4車線化の先行実施に着手。

リュウガタケ トヤサン
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■新型グースアスファルトの開発

① 背景
・防水層（グレードⅡ）は多層構造のため長時間施工が必要と
なり、工事規制に時間制約がある区間では採用が困難で、グ
レードⅠの施工に留まっていた。

・こうした工事規制に制約がある区間での採用を目指し、鋼床
版の基層として用いられているグースアスファルトに着目し、
RC床版に適用可能な混合物を新たに開発。

＜施工時間は防水層（グレードⅡ）の約8割＞

② 技術基準の整備 （要求性能・照査方法）
・防水層（グレードⅡ）に準ずる防水性能（防水性）
・通常の改質アスファルトと同等の施工温度（施工性）
・動的安定度の確保（耐久性）

① 背景
・壁高欄の現場打設では、コンクリ―ト打設箇所が狭いため、型枠、配筋、
コンクリート打設などに時間・人力を要する場合が多いことから、施工効
率の高いプレキャスト壁高欄を採用。

＜施工能力：現場打ち約10ｍ/日 ⇒ 約40ｍ/日＞

② 技術基準の整備 （要求性能・照査方法）
（要求性能）

・実車衝突試験で衝突安全性を確認しているフロリダ型の形状を満足
（照査方法）

・重錘を用いた衝突試験又は実車衝突試験により、接合部の性能を照査

■プレキャスト壁高欄の採用

４．更新事業実施に伴う課題と対応
～技術開発と新技術の採用～

○ 更新事業を着実に実施するため、性能を確保した上で、施工期間の短縮も可能な技術として、新型グースアスファルトの開
発やプレキャスト壁高欄を採用するための要求性能や性能照査方法を基準化した。
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○ 点検や補修など維持管理に関わる設計基準類の高度化及び体系化の一環として、点検の信頼性向上や効率化を目的とし
た、非破壊検査・機械化等の活用や技術開発を進めている。

・道路橋定期点検要領（2019.2）の改正、「新技術利用の際のガイドライン（案）」の作成を踏まえ、「保全点検要領」を改正し、点検支援技術の
積極的な活用を推進。

・赤外線カメラや高解像度カメラについて、点検支援技術としての活用について現場適用性などを確認。

（高解像度カメラ・ＵＡＶの活用）（赤外線カメラの活用）

■点検の高度化

○高解像度カメラ
・ひび割れやエフロレッセンス等の外観変状を検出し、近接目視による点検と

同等の健全性の診断が可能であることを検証。
・点検実施者が現場で適切に高解像度カメラの使用が行えるよう、「高解像度

カメラ使用マニュアル」を整備。
○ＵＡＶ

・高解像度カメラをＵＡＶと組合わせることで高橋脚の点検等に活用。
・併せて、「遠隔操作による無人航空機（ＵＡＶ）使用ガイドライン」を制定。
・橋梁点検車やロープアクセス等で実施しなければならなかった箇所に対し、

ＵＡＶでの実施により点検の効率化や作業の安全性の向上に寄与。

・撮影した熱画像を用いた浮き・はく離等の内部変状の把握に当たって、
打音による点検と同等の健全性の診断が可能であることを検証。

・内部変状の検出を面的に捉えられ、内部変状の見逃し防止や、事前に
打音範囲を抽出可能。

４．更新事業実施に伴う課題と対応
～技術開発と新技術の採用～
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○ 鉄筋コンクリート床版の取替え工事への適用を目指し、これまでの鉄筋やPC鋼材などの鋼部材を一切用いない超高耐久橋
梁（Dura-Bridge）での研究成果を応用し、超高耐久のプレキャスト床版を開発した。

○ 今後、飛来塩分や凍結防止剤散布による鋼材の腐食環境が厳しい、高い耐久性が望まれる構造物への展開を目指し、当工
法の適用に向けた基準類の整備を進める。

NEXCO西日本は民間企業と共同で、鉄筋やPC鋼材に替わり、腐食しない新材料を緊張材として用いた『非鉄製材料
を用いた超高耐久橋梁：Dura-Bridge 』の共同研究を2010年3月より進め、研究成果を応用し、超高耐久床版を開発。

① 腐食劣化を排除
・高強度繊維補強コンクリートを使用することにより、鉄筋
の 配置をなくし、PC鋼材の代わりにアラミドFRPロッドを
使用し、プレストレスを導入することで、腐食劣化の可能
性を排除。

② 床版の構造
・橋軸直角方向に水平リブを有し、さらにアラミドFRPロッド
によりプレストレスを導入

・間詰め部を小さくした上で、アラミドFRPロッドで橋軸方向
に PC床版を連結するため、床版厚を約2割薄くできる。

③ 第三者被害の防止、耐久性向上、維持管理費の低減
・鋼材腐食によるCo片のはく落などの第三者被害を抑制。
また、軽量化による耐震性と既設桁の疲労耐久性が向上。
将来の維持管理の負荷低減が可能。

（概要図）

（一般的なﾌﾟﾚｷｬｽﾄPC床版の接合構造） （超高耐久床版の接合構造）

■超高耐久床版

（超高耐久床版の特徴）

４．更新事業実施に伴う課題と対応
～技術開発と新技術の採用～



○ 床版取替工事の工程短縮および床版の耐久性向上を目指して、超高強度繊維補強コンクリート（ＵＦＣ）を用いた防水性能を
有するプレキャスト床版をNEXCO東日本と民間企業との共同研究で2018年から開発した。

○ ＵＦＣ複合床版については、様々な構造検討、性能確認実験および輪荷重走行試験により、プレキャストＰＣ床版として十分
な一体性、防水性能、強度および疲労耐久性を有することを確認。実橋への適用を進めている。

○ NEXCO東日本では、安全で快適な高速道路空間の提供、周辺環境との共生や更なるコスト削減及び事業の効率化を進める
ため、民間企業との技術開発や保有技術の活用窓口である「ＴＩネットワーク」を2007年より運用している。

（概要図）

■防水性能を有するプレキャストＰＣ床版（ＵＦＣ複合床版）

（設置の流れ）

４．更新事業実施に伴う課題と対応
～技術開発と新技術の採用～

（１）従来の工法

（２）新たな工法

＜製作＞ ＜設置＞ ＜現場防水工＞ ＜完成＞

■ＴＩネットワークの運用

現場防水工省略
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４．更新事業実施に伴う課題と対応
～コスト縮減への取り組み～

28

○全断面掘削への変更における施工期間の短縮（ E8北陸自動車道 城山トンネル）
・インバート設置工事において、安全対策の強化を図り警察と協議を重ね、対面通行規制による全断面掘削で施工。施工期間の短縮及びコストを縮減。

今回の施工方法

●車線規制による半断面掘削 ●安全対策の強化を前提に警察協議を重ね、上り線に集約した対面通行

規制による全断面掘削

24H交通監視体制構築（安全対策）

●置き式ガードレールを設置 ●技術開発により、大幅に工事規制を短縮できる移動式防護柵を採用

これまでの施工方法

これまでの施工方法

ロードジッパーシステム（切替用車両）

○ロードジッパーシステム（移動式防護柵）を活用した施工期間の短縮（E1東名高速道路）
・ロードジッパーシステムを用いて床版取替工事を実施。工事規制の設置撤去に係る期間の短縮及び渋滞対策費用が縮減。

施工イメージ

今回の施工方法

施工イメージ

半断面

全断面

インバート設置

防護柵の移動

○ 更新事業を継続して実施していくためには、コスト縮減へのより一層の取り組みが重要である。

○ コスト縮減を図るため、施工計画の見直しや新技術・新工法の採用による施工期間の短縮などに取り組んでいる。



○ 更新事業を継続して実施していくためには、コスト縮減へのより一層の取り組みが重要である。

○ コスト縮減を図るため、施工計画の見直しや新技術・新工法の採用による施工期間の短縮などに取り組んでいる。

４．更新事業実施に伴う課題と対応
～コスト縮減への取り組み～

○床版取替システムの開発による狭小ヤードでの通行止規制回数の削減（小田原厚木道路 小田原西IC）

・施工ヤードが狭小な現場でも、材料搬入から床版の据え付けまでが一連作業で施工可能な門型構造の床版取替システムを導入し、工事期間の
短縮により規制費用等を削減。

今回の施工方法

●鈑桁区間施工には、箱桁区間を進入路とする必要があり、

両区間同時施工不可

●床版取替システムにより両区間同時施工

これまでの施工方法

①材料搬入と荷下ろし ②施工箇所までの現場内運搬 ③床版据え付け

（床版取替システムでの材料搬入から床版の据え付けまで一連の作業の流れ）

床版取替システム
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工種 制定済 今後制定・改定等予定

橋梁
・ プレキャスト壁高欄の技術基準
・ 広帯域超音波法を用いたＰＣ橋のグラウト充填調査マニュアル
・橋梁レベリング層用グースアスファルト混合物設計・施工管理要領

・RC中空床版橋の補修方法に関する基準等
・PCグラウト再注入工法の施工管理基準
・PC構造物の維持管理に関する基準等

トンネル

・ 盤ぶくれに伴うトンネル補強対策工法に関する手引き
・ トンネル変状対策事例集
・ トンネル数値解析マニュアル
・ トンネル覆工補強対策の手引き

・インバート補強時の交通規制の工程短縮に関する基準等
・インバート補強の急速施工方法に関する基準等
・矢板工法トンネルにおける覆工の巻厚不足の対応に関す
る基準等

土構造物

・ 既設盛土の補強設計・施工マニュアル
・ 特定更新等工事におけるグラウンドアンカー設計・施工マ

ニュアルの制定・調査要領の改定
・ 特定更新等工事におけるグラウンドアンカー更新の手引き
・ のり面排水施設の補修・補強に関する事例集
・ のり面排水施設の改良に関する設計要領・標準図集

・既設盛土の補強設計・施工マニュアル 改定 等

技術基準等の整備状況
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４．更新事業実施に伴う課題と対応
～円滑な事業推進に向けた環境整備～

○ 更新事業を全国的に展開するため、設計や施工に関する各種技術基準やマニュアル類を整備してきた。

○ 引き続き技術開発と合わせて、現場のニーズを確認しながら整備を進めていく。



資格の称号※ 内容及び能力

高速道路
点検診断士（土木）

道路構造物およびその点検についての高度な知識と技術を持ち、点検に関して指導的立場となる者
としての能力（点検計画の立案、報告書の作成、健全性の総合的な診断等）を有する技術者

高速道路
点検士（土木）

道路構造物およびその点検についての全般的な知識と技術を持ち、点検に関して中心的立場となる
者としての能力（点検の実施、個別変状の判定、健全度評価、点検記録の登録等）を有する技術者

高速道路
点検士補（土木）

道路構造物およびその点検についての基礎的な知識と技術（点検の実施および個別変状判定の補
助、点検記録の登録等）を有する技術者

○ 「笹子トンネル天井板崩落事故」を踏まえて、点検の信頼性向上を目的とした、高速道路診断資格制度の設立や更新事業に
関する社内研修を実施しており、これらの取組みを継続していく。

※公共工事に関する調査及び設計等の品質確保に資する技術者資格登録規程に基づく
国土交通省登録資格
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高速道路点検診断資格 有資格者数

（土木）の推移（NEXCO3会社グループ）
（人数）

※グラフは高速道路点検診断士、点検士及び
点検士補の有資格者数を合算したもの

※2020年度は新型コロナウィルス対策の一環
で、資格試験を中止

（実技試験の実施状況）

○ 技術者等の担い手不足や週休２日制の導入等の働き方改革によって、建設業
界を取り巻く環境は大きく変わってきている。

○ 建設業界団体との意見交換、中期的な事業見通し等の情報発信及び新たな契
約制度を導入など、引き続き入札・契約手法等の改善にも配慮する必要がある。

４．更新事業実施に伴う課題と対応
～円滑な事業推進に向けた環境整備～

入札不調対策に関する
建設業界団体に対する説明会

建設業界団体との意見交換

◆建設業界団体との意見交換 ◆中期的な事業見通し等の情報発信

ＨＰでの
見通し公表

◆新たな契約制度の導入の例
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安心・安全を実現する新技術の採用
・高耐久性鋼床版
（日本の道路橋で初採用）

→従来に比べ疲労亀裂の発生を抑制

・鋼床版上のプレキャスト壁高欄の
採用（日本初採用）

→プレキャスト製品化により工期を短縮
衝突試験や試験施工により耐力を確認

32

４．更新事業実施に伴う課題と対応
【参考】～E2A中国自動車道（吹田JCT～宝塚IC間）における取り組み～

E2A 中国自動車道 吹田JCT～中国池田IC間における橋梁架替【終日通行止め】 10.7㎞ 橋梁更新：6橋（4.8㎞）

○ 従来の車線規制による工事では完了まで概ね５年という非常に長い期間の交通規制が必要となることから、集中的に工事を
実施することが可能な「通行止め方式」を採用。1.5ヶ月の終日通行止めを6回実施することにより、工事期間を約２年に短縮。

○ 工事期間を短縮するため、建設機械や人員の集中投入、新技術・新工法の採用、部材のブロック化やプレキャスト製品化等
を実施している。

1000ｔ吊クレーンベント工法
・日本に数十台しかな1000ｔ吊クレーン
による一括架設を採用。２径間分を２
夜間で架設し、工程を短縮

通行止め方式の採用
・広い工事ヤードが確保が可能。
多数の建設機械を配置し集中的
に工事を実施

１回（1.5ヶ月）当たりの規模感＜2021年5月～6月の例＞
クレーン車（100ｔ吊）：19台、（550ｔ吊）：2台、（1000ｔ吊）：1台、
トレーラー（最大）：213台回/日、移動式多軸台車：2台
従事員：延べ2万人
27班編成（9班3交代制）で昼夜連続作業を実施

ジャッキアップ工法の採用
・通行止め開始前から高架下で新
しい床版・鋼桁を組み立て、通行
止め開始後、既設床版・桁を撤去
し、所定の高さまでジャッキアップ
することで工程を短縮

既 設 桁 撤 去 後

既 設 桁 ・ 床 版

新 設 桁 ・ 床 版

事 前 組 立 状 況 （ 床 版 ・ 桁 ）
1 0 0 0 t 吊 ク レ ー ン に よ る 桁 の 撤 去

1 0 0 0 t 吊 ク レ ー ン に よ る 一 括 架 設
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E2A 中国自動車道 中国池田IC～宝塚IC間における橋梁架替【終日車線規制】 5.9㎞ 橋梁更新：5橋（3.6㎞）

○ 上下線合わせて６車線だが、１日約７万台の交通量を有しており、通行止めとした場合の周辺道路への影響が大きいため、
４車線の通行帯を確保する終日車線規制方式で工事を計画した。

○ 工事期間が長期に及ぶため、交通量の多くなる交通混雑期は交通規制を解除（４車線→６車線）するため、防護柵切替車両
（ロードジッパー）を導入し、交通規制の実施・解除に要する期間を短縮している。

４車線を確保した終日車線規制 及び 交通混雑期の交通規制の解除
・交通混雑期（年末年始、GW、お盆）は車線数を４車線→６車線に復旧
・防護柵切替車両（ロードジッパー）を導入し、交通規制の実施、解除に
要する期間を短縮

事 前 に 設 置 し た
ｺ ﾝ ｸ ﾘ ｰ ﾄ 防 護 柵
を 移 動

施工条件の制約への対応
・伊丹空港の離発着区域に近い箇所では、クレーンの高さに制限が設け
られていることから特別に製作する門型クレーンを用いて橋の架け替
えを実施。

＜ ク レ ー ン 車 に よ る 橋 の 架 け 替 え イ メ ー ジ ＞

＜ 門 型 ク レ ー ン に よ る 橋 の 架 け 替 え イ メ ー ジ ＞

ト レ ー ラ ー か ら 新 設 床 版 を 荷 揚 げ 門 型 ク レ ー ン で 新 設 床 版 を 運 搬 し 設 置

４．更新事業実施に伴う課題と対応
【参考】～E2A中国自動車道（吹田JCT～宝塚IC間）における取り組み～



５．新たな更新計画の必要性
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○ 省令に基づく５年に１度の定期点検に加え、ＮＥＸＣＯ３会社の点検要領による点検を実施している。

○ 点検結果に基づく適切な点検・診断・措置（修繕、更新等）・記録といった維持管理サイクルを継続している。

○ これにより、変状の事例を収集し、分析することで劣化に対する知見の蓄積を進めている。

日常点検

詳細点検

補修計画の策定

橋梁毎の変状グレード推移

Ⅴ

Ⅳ

Ⅲ

Ⅱ

Ⅰ

X

1,000

2,000

3,000

4,000

2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050

橋
梁

数
（

橋
）

点検・補修結果の記録

舗装補修工事

トンネル補修工事

５．新たな更新計画の必要性
～点検に基づく点検・診断・措置・記録の維持管理サイクルの継続～



対象構造物 概要 調査状況等

橋梁
（床版）

電磁波レーダー探査
→目視では確認不可能な舗装下の床版上面の劣化（土
砂化・浮き等）の有無、床版内部のひび割れの有無、
鉄筋かぶり等の状況を確認

部分開削調査、小径削孔調査
→舗装補修（橋面舗装の切削作業）の影響による床版
上面の劣化の有無、床版厚の減少や水平ひび割れの
有無を確認

橋梁
（PC鋼材）

広帯域超音波法による調査
→目視では確認不可能なＰＣ鋼材のグラウトの充填状
況を確認

舗装

FWD調査
→衝撃荷重により路面のたわみ形状（たわみ曲線）を計
測することで、舗装の層ごとの劣化の有無を確認

開削調査
→変状箇所において舗装を切り出し目視で確認するこ
とで、路盤部の詳細な劣化（ひび割れや変形）の有無
を確認

○ 電磁波レーダーや超音波探査といった非破壊調査技術の進展や詳細調査の進捗に伴い、これまで目視では発見できなかっ
た構造物内部の劣化状況を把握することが可能となった。

５．新たな更新計画の必要性
～調査技術の高度化を踏まえた詳細調査の実施～

部分開削調査状況 小径削孔調査状況

小径削孔調査による
水平ひび割れの確認

広帯域超音
波法による

グラウト充填
不足調査

アスコンブロックの吊出し
墨出し・路面調査

・カッター
舗装断面

調査車両 たわみセンサ
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電磁波レーダー探査



①充填材からの水分分離(水分上昇)

②充填不足の発生

水分分離（水分上昇)⇒蒸発に
よる空洞の発生

充填材
注入

①先流れの発生

②充填不足の発生

先流れによる空洞の発生

＜主な充填不足の発生メカニズム＞

【水分分離による事象】 【先流れ発生による事象】

■新たに判明した事象

○ 鋼材の破断による突出事象等により、充填材（グラウト）の充填不足による劣化は顕在化していたが、目視によって充填不足箇
所を把握することは困難であった。

○ 2016年以降、非破壊調査技術の高度化により、充填不足箇所の検出が可能となった。さらには、塩害等により鋼材が著しく腐
食又は破断している場合があることが判明した。

⇒ 充填不足が確認された場合は、充填材の再注入等の実施、中でも変状が著しいものは架替等の対策が必要である。

■充填材の技術基準の変遷 ■対策内容

・2016年以降、非破壊調査技術の高度化により充填
不足箇所の検出が可能

・変状が著しい構造物は、桁の架替等を実施

・充填材の充填不足が見られる構造物は再注入を
実施

・充填不足が懸念されてきたことなどを受け、施工管理方法
などが強化

注入・排出用のホース

注入口排出口

○1999(H11)施工マニュアルの改訂
◇水分分離（水分上昇）が起きづらい充填材の標準化
◇先流れなどを防止するため、充填材の適正な粘性度に

関する内容やその注入方法などの内容が明記

探査状況 (広帯域超音波法)

・削孔調査の結果、突出事象等が発生しなくても
鋼材が腐食・破断している事例も確認

鋼材により予めｺﾝｸﾘｰﾄに押される力を与えるこ
とで、ひび割れの発生を防止。

＜参考：ＰＣ(ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ)橋の概要＞

架替事例

充填材の再注入 37

鋼材の腐食状況

鋼材

シース

削孔調査
(削孔後、工業用内視鏡カメラで内部確認)

５．新たな更新計画の必要性 （橋梁）
～ PC鋼材の腐食及びグラウト充填不足への対応～



○ E84西湘バイパス 滄浪橋は1971年に供用した全長5,685ｍのPC（プレストレストコンクリート）橋である。

○ 海岸からの水分・飛来塩分がコンクリート内に浸透しており、特にPC鋼材の充填材の充填不足の範囲では充填材による防食
効果が無いため、PC鋼材が劣化し、桁全体での健全度の低下が生じている。

○ 充填材の充填不足かつ塩害等により、PC鋼材が著しく腐食又は破断している。

38

位置図

◆滄浪橋（神奈川県） 【下り線、橋長5,685ｍ、1971年開通】 E84西湘バイパス 国府津ＩＣ～橘ＩＣ
そうろう こ う づ たちばな

防水塗装などの補修を繰返し実施

 H3(1991)年 部分的補修※（1回目）
防水塗装

 H20(2008)年 部分的補修（2回目）
電気防食

 H27(2015)年 近接目視において

補修箇所の再劣化を確認
部分的補修（3回目）

※コンクリートが剥離した箇所を補修するもの

これまでの点検・補修状況

損傷状況

桁の変状状況①構造物 全景

飛来塩分の浸透による

コンクリートの剥離

PC鋼材の著しい腐食

桁の変状状況② ＰＣ鋼材の変状状況

対策例

対策イメージ（桁の架替）

桁のイメージ

・ PC鋼材が劣化し、健全度が
低下している桁の架替を実施

５．新たな更新計画の必要性 （橋梁）
～ PC鋼材の腐食及びグラウト充填不足への対応 実施箇所の例～



劣化が進行した床版
上面の状況

＜鉄筋コンクリート床版の劣化メカニズム＞

■ 対策内容■新たに判明した事象

・電磁波レーダー探査・小径削孔調査により、床版厚の
減少、床版上面の劣化、内部に微細なひび割れの発生
等の劣化を確認

【対策が必要な箇所】
・ 古い基準で設計された橋梁で、床版厚の減少が

確認され、塩害や疲労の複合劣化の進行により
床版下面の劣化も進行している床版

・ 鉄筋コンクリート床版を耐久性の高いプレストレ
ストコンクリート床版等に取替

対策イメージ（床版の取替）

■ コンクリート床版の技術基準の変遷

○ 1956(S31)道路橋示方書適用の床版
荷重 ：T-20 8,000kgf
床版厚 ：19cm※（うち、かぶり3cm）
配力鉄筋：主鉄筋の25％以上

○ 1972(S47)道路橋示方書適用の床版
荷重 ：TT-43 9,600kgf
床版厚 ：22cm※（うち、かぶり3cm）
配力鉄筋：主鉄筋の70％以上

○ 1993(H5)道路橋示方書適用の床版 ＜現行基準＞
荷重 ：B活荷重 10,000kgf
床版厚 ：25cm※（うち、かぶり4cm）
配力鉄筋：主鉄筋の83～85％以上

※ 床版支間3ｍの場合

・交通量の増加、車両の大型化に伴い床版の疲労
ひび割れの増加→設計基準が見直し

設計荷重：25％増
床版厚 ：32％増

床版厚：14％増

○ 電磁波レーダー探査や小径削孔調査により、古い基準等で設計や補修を行った橋梁において、床版上面や内部にひび割れ等
の劣化が新たに確認された。

○ 凍結防止剤等の影響による鉄筋腐食の促進、交通の繰り返し荷重や水の影響による劣化など、塩害と疲労の複合劣化により、
劣化が加速しており、重大な損傷に至ることが判明した。

⇒ 劣化が著しい床版については、高耐久なプレストレストコンクリート床版への取替が必要である。

床版内部の水平ひび割れ

【床版上面の舗装補修について】
・H23以降、既設床版を損傷させない施工方法について要領に規定

小径削孔調査結果

５．新たな更新計画の必要性 （橋梁）
～鉄筋コンクリート床版・中空床版の劣化への対応～
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○ E34長崎自動車道 嘉瀬川橋は1987年に供用した全長455ｍの鋼橋（鉄筋コンクリート床版）である。

○ 電磁波レーダー探査の結果、広範囲で床版上面の劣化を確認した。
小径削孔調査の結果により、床版内部にひび割れ等の変状が確認されており、床版下面の劣化も顕在化している。

○ 床版上面側において高い塩化物イオン濃度が確認されており、凍結防止剤等の影響により、床版の劣化が大幅に進行。

鉄筋コンクリート床版（RC床版）

（はく落・鉄筋露出）（はく落・鉄筋露出）

H22（2010年） 舗装部分補修
H23（2011年） 舗装全面補修

床版防水工
R1（2019年）以降 床版下面断面修復 40

◆嘉瀬川橋（佐賀県） 【上り線、橋長455ｍ、1987年開通】 E34長崎自動車道 佐賀大和ＩＣ～多久ＩＣ
かせがわ さがやまと たく

位置図 損傷状況

床版下面の損傷状況① 床版下面の損傷状況②

構造物 全景

＜小径削孔調査結果＞

（床版内部の水平ひび割れ）

対策例

鋼桁

これまでの補修状況

・ 鉄筋コンクリート床版を耐久
性の高いプレストレストコンク
リート床版等に取替

対策イメージ（床版の取替）

床版のイメージ

電磁波レーダー探査で
劣化を確認した床版上面の例

５．新たな更新計画の必要性 （橋梁）
～鉄筋コンクリート床版・中空床版の劣化への対応 実施箇所の例～



＜路盤部の変状メカニズム＞

■ 対策内容■新たに判明した事象
・開削調査の結果、上層路盤下面からのひび割れや下層路盤の永久変形が発生していることが判明
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○ これまでは、表層・基層を主体とした補修にて健全性が維持できると想定し、繰返し補修を実施。路面に土砂の吹き出しやひ
び割れがあり、路盤部の変状が疑われる場合は、局部的な変状として同等性能の材料で補修する対症療法的な補修を実施。

○ 近年路盤部までの変状が増加傾向であることから、舗装内部を確認する開削調査を行ったところ、舗装厚が比較的薄い等の
脆弱化しやすい箇所においては上層路盤下面からの疲労ひび割れにより、水が浸透することで下層路盤に永久変形が発生
し、変状が進行するメカニズムが判明。

⇒ 比較的舗装厚が薄い箇所や、路床及び路盤の脆弱化が進行しやすい箇所等、路盤部の変状が確認されている箇所について
は新たに高耐久路盤へ変更することが必要。

調査状況（開削調査）
・変状した路盤を新たに高耐久路盤へ変更

高耐久路盤への変更例

路盤部の損傷により水が路盤部まで侵入
湿潤化（土砂化）し永久変形が発生

路盤部の損傷は更に進行路盤へ交通荷重等による疲労が蓄積し
下部からひび割れが進行

表層 表層

基層 基層

上層路盤

高耐久路盤

下層路盤

下層路盤

⇒路盤部の変状箇所は、同等性能の材料で補修しても補修頻度が高くなる

路盤のひび割れ・変形

ひび割れ

変形

上層路盤下面からのひび割れ状況

・交通荷重、舗装厚、水の侵入やこれに伴う路床及び路盤の脆弱化などが複合した要因により変状が進行

変
更

【対策が必要な箇所】
・舗装厚が比較的薄い箇所において、上層路盤下面から
のひび割れ等により路盤部が変状している箇所
（繰返しの補修箇所等における非破壊調査の結果、路
盤部まで変状している箇所）

５．新たな更新計画の必要性 （舗装）
～舗装路盤部の疲労破壊への対応～



○ E17関越自動車道 土樽地区は1985年に供用した区間である。

○ 繰返しの部分補修を実施してきたが、開削調査により路盤の状態を確認したところ、上層路盤下面からのひび割れ及び下層
路盤が変形していることが判明した。
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◆土樽地区（新潟県） 【1985年開通】 E17関越自動車道 水上IC～湯沢IC
つちたる みなかみ ゆざわ

損傷状況

表層・基層の補修を繰返し実施

これまでの点検・補修状況

 H23(2011)年 表層・基層を全面補修。

 以後、1年毎に繰返しの部分補修を実施。

 R3(2021)年 詳細調査にて初めて路盤の状態を開削して
確認したところ、上層路盤のひび割れ及び
下層路盤が変形していることが判明。

表層
基層

上層路盤

下層路盤

下層路盤の変形

わだち掘れ 25㎜

ひび割れ

ひび割れ

上層路盤下面からのひび割れ状況

ひび割れ

部分補修後に再度変状発生

（補修後10ヶ月で変状）

開削状況 開削断面

高耐久路盤への変更例

表層 表層

基層 基層

高耐久路盤

下層路盤
下層路盤

対策例

ひび割れ状況
関越道

土樽地区

位置図

変
更

上層路盤

５．新たな更新計画の必要性 （舗装）
～舗装路盤部の疲労破壊への対応 実施箇所の例～
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カルバート上に
押え盛土を構築

高速道路本線上へ
カルバートを設置

【対策前】

【対策後イメージ】

②断層背面等の亀裂
から水の浸透

④連続したすべり面の形成
→すべり破壊の顕在化

③層状破砕帯の強度低下→変形が進行

※1 乾燥した軟岩が乾燥、吸水を繰り返すことにより、細粒化する現象

・ スレーキング※1性が高く吸水膨張する特性
を持つ地質が分布

・ 層状破砕帯や流れ盤を有するのり面

・地下水や降雨の影響により地山の強度低下や変形
が進行

・今後、更に地すべりが進行することが想定
・変状発生のメカニズムや規模などから、標準的な工

法では地すべりを抑止することができない

＜変状発生のメカニズム＞

泥岩のスレーキング
（小轢状態）

○ 断層や地すべりを起こしやすい地質が分布している切土のり面において、のり面安定のため、グラウンドアンカー等の地すべ
り対策を繰り返し実施しても、変状が収まらない状況を確認した。

○ 地下水や降雨の影響により、経時的に強度低下や変形が進行し、今後も更に地すべりが進行することが想定され、グラウンド
アンカー等による標準的な工法では地すべりを抑止することができない場合がある。

⇒ このような箇所においては、抜本的な対策として、本線上にカルバートを設置し、その上に押え盛土を構築することで、のり面
全体に対して面的に変形を抑制する対策が必要である。

■新たに判明した事象 ■ 対策内容

・ 本線上にカルバートを設置し、その上に押
え盛土を構築することで、従来の交通を確
保したうえで、のり面全体に対して面的に
変形を抑制

抑止杭工

グラウンドアンカー工

＜標準的な地すべり対策＞ ＜対策後も地すべりが進行＞

地すべり等の変状が生じた場合、
グラウンドアンカー等の変状を
抑えるための対策を実施

地すべり対策を繰り返し実施して
も変状が収まらない状況を確認

荷重の増加による
アンカーの破断

のり面変状に伴う

のり枠工の損傷

＜変状が収まらない要因＞

スレーキングにより
浸食溝が発生

スレーキングの特徴②スレーキングの特徴①

５．新たな更新計画の必要性 （土構造物）
～地すべり対策をしても変状が収まらない切土のり面への対応～
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○ 山陽自動車道 木津地区では、建設当時に切土のり面に変状が発生したことから、地すべり対策工を実施し供用した。

○ 供用後も変状が継続しており、これまでグラウンドアンカー等による補強を繰り返しているが、変状が止まらない状況。

○ 2016年より外部有識者を含めた対策検討委員会を発足し、抜本的な対策について検討を実施している。

○ 変状発生のメカニズムや規模などから、標準的な工法では地すべりを抑止することができないため、本線上にカルバートを設
置し、その上に押え盛土を構築することで、のり面全体に対して面的に変形を抑制する抜本的な対策が必要である。

◆木津地区（兵庫県） 【1998年開通】 E2山陽自動車道 三木JCT～神戸西IC
き づ み き こうべにし

 2001（H13）年 グラウンドアンカー工
 2011（H23）年 切土補強土工
 2014（H26）年 グラウンドアンカー工

2014年以降も継続して変状の状況を観測中
※ 建設当初から23年間経過しても、変状が

収まらない状況
※ 2015（H27）年7月、2018（H30）年7月豪雨時

に大きな変位を確認

グラウンドアンカーなどの補強対策を変状
発生の都度実施

のり面変状に伴う

のり枠工の損傷

のり面変状に伴う

小段コンクリートの浮き上がり

全景（グラウンドアンカー等による補強）

グラウンドアンカー約540本

地すべり抑止杭約110本

変状状況

カルバート上に
押え盛土を構築

高速道路本線上へ
カルバートを設置

【対策前】

【対策後イメージ】

・ 本線上にカルバートを設置し、その上に押
え盛土を構築することで、従来の交通を確
保したうえで、のり面全体に対して面的に
変形を抑制

対策例位 置 図

これまでの点検・補修状況

５．新たな更新計画の必要性 （土構造物）
～地すべり対策をしても変状が収まらない切土のり面への対応 実施箇所の例～



舗装や構造物の目地等からも浸透

③空洞

積雪
及び
降雨

②盛土の細粒分が粗な部分に流出 原地盤（多孔質）

④空洞が
表面化

①浸透

盛土

〇盛土内に雨水等が浸
透し、原地盤へ細粒
分が流出すると想定。

〇空洞が原因で路面陥
没や沈下が発生。

○ 東富士五湖道路（富士吉田IC～須走IC）では、供用後35年を経過し、近年、舗装路面に陥没や空洞が繰り返し発生している。

○ 2016年より有識者委員会で検討を進めた結果、火山堆積物地質の原地盤に火山堆積物地質の盛土の細粒分が流出し、空
洞が発生したと想定されるメカニズムが判明した。

⇒  盛土を現在の多孔質な火山堆積物ではないものに置換えるとともに、原地盤に細粒分が流出しないような対策を行うことで、
長期健全性を確保することが必要。

E68東富士五湖道路 富士吉田IC～須走IC（山梨県 富士東部地区）
【上下線、対策区間4.4km、 1986年開通、35年経過】

火山噴出物の一種で、溶岩中の揮
発成分が噴出時に揮発し、多数の
気泡が生じた状態で急激に冷え固
まることにより、多孔質な砂礫状と
なったもの。

約40mm

原地盤及び盛土材が
多孔質な火山堆積物

※工事時の影響軽減のため現在の車線数を確保

(対策イメージ：断面)

(施工イメージ)

原地盤（多孔質）

盛土の置換え

細粒分流出防止対策
（シートの敷設などにより、原地盤への細粒分の流出を防止）

・盛土を現在の多孔質な火山堆積物ではないものに置換える。
・合わせて、盛土から原地盤への細粒分流出を防止する対
策を実施。
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ふじとうぶ

■新たに判明した事象 ■ 対策内容

＜変状発生のメカニズム＞

ふじよしだ すばしり

５．新たな更新計画の必要性 （土構造物）
～火山堆積物地質における路面陥没への対応～



６．新たな更新計画の概要
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○ 今回、定期点検及び変状箇所における点検技術の高度化を踏まえた詳細調査の結果、著しい変状が確認され、新たに更新
が必要であると本委員会において判断される箇所について、NEXCO３会社が事業規模をとりまとめたところ、約500 km（上下
線別の延べ延長：960km）、対策として約1兆円の更新事業が必要と判明した。

区分 主な対策 延長※ 概算事業費

橋梁
桁の架替、充填材の再注入 約 30 km【約 50 km】 約 2,500億円

床版取替 約 20 km【約 30 km】 約 4,500億円

土工・舗装

舗装路盤部の高耐久化 約 440km【約 870km】 約 2,400億円

切土区間のﾎﾞｯｸｽｶﾙﾊﾞｰﾄ化＋押え盛土 2 箇所 約 200億円

盛土材の置換 約 4 km【約 8 km】 約 400億円

合計 約500 km【約960 km】 約 10,000億円

■更新計画（概略）の概要

※1 【 】 は上下線別の延べ延長。 端数処理の関係で合計が合わない場合がある

６．新たな更新計画の概要


